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平成12年4月に介護保険制度がスタートしてから、間もなく９年が経過いたしますが、

この間介護サービスの利用者、利用量も年々増加し、制度が市民の皆様に概ね浸透定着し、

介護保険サービスを提供する多くの事業者の参入も図られており、介護保険制度も順調に

運営されております。 

 平成 18 年度からは、介護予防・自立支援の強化を目的として、必要な介護や支援を適

切に利用することができるよう、制度全般についての大幅な見直しがなされ、保険給付に

新予防給付が創設されるなど、新たな介護保険制度の運用が始まりました。 

 また、本市においては、平成 19 年 4 月に地域包括支援センターを設置し、介護予防や

権利擁護、相談業務などの総合的な施策を推進しているところであります。 

 今回策定した計画は、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する事項を定めた

介護保険事業計画と、これを包含する高齢者の総合的施策を定めた高齢者保健福祉計画で

構成されております。 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の推進にあたりましては、本格的な高齢社会を

迎える中、高齢者の皆様が住みなれた地域で、健康でいきいきと安心して暮らせるよう、

介護保険制度の円滑な運営はもとより、介護予防、生活支援、社会参加など、高齢者の総

合的な施策を展開するために、市民の皆様のご理解とご協力をいただきながら、最善の努

力を傾注してまいる所存であります。 

 終わりに、この計画の策定にあたり貴重なご意見をいただきました茂原市介護保険運営

協議会の委員をはじめとする関係各方面の皆様方に対し、心から感謝を申し上げます。 

 

平成21年3月 

 

茂原市長  田 中 豊 彦 
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                      第１部 総 論 
 
第１章 計画の性格 
 
第１節 計画の性格 
 

１  計画策定の背景 

わが国では、急速な高齢化が進み、65 歳以上の人口は総人口の 21.8％（総務省統計

局 平成20年4月1日現在推計）を占めており、平均寿命は男性が79.19 歳、女性が

85.99歳（厚生労働省 平成19年簡易生命表）となっています。 

千葉県においては、高齢者人口が全国第 2 位のスピードで急増し、団塊の世代が 65

歳に達する平成27年には高齢化率が26.2％になると見込まれています。 

また、本市においては、高齢化率が 21.8％（住民基本台帳 平成 20 年 4 月 1 日現

在）で、全国平均と同様な状況となっており、今後もさらに急速な高齢化が進展してい

くものと予測されます。 

こうした高齢化の進展は、地域社会の在り方を含め、社会経済全体を大きく変えて

おり、高齢者が健康で生きがいのある生活を送ることが強く求められています。 

また、ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が年々増加しており、普段の生活

の中で様々な悩みや困りごと、あるいは介護が必要になった場合の不安などを抱えてい

ます。核家族化や介護する家族の高齢化、共働き家族の増加などから、介護を家族だけ

の問題として捉えるのではなく、社会全体で支える仕組みとして、平成 12 年度から介

護保険制度がスタートしています。 

現在では制度が市民に着実に定着してきており、被保険者数及び要介護・要支援認

定者数の増加とともに、介護給付費は大幅な増加を続けております。今後さらに高齢化

が進行する中で、本制度の有効利用を図るための介護サービスの一層の充実と要介護・

要支援状態にならないための介護予防の推進が重要となっています。 

さらに、高齢者が認知症や要介護状態となっても個人の尊厳を重視し、いつまでも

健やかに住み慣れた地域で生活していけるよう、今後も支援が求められています。 

このような高齢社会をめぐる状況を踏まえて、本計画は介護保険の運営や介護予防、

高齢者の生活支援、生きがい対策や認知症高齢者への対応等、高齢者の介護・福祉・健

康・医療などにおける基本的な目標を定め、その実現に向けて取り組むべき施策を明ら

かにするものです。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、老人福祉法第 20 条の 8 の規定に基づく「老人福祉計画」と介護保険法第

117条の規定に基づく「介護保険事業計画」とを一体として策定するものです。 

なお、老人保健法は平成 20 年 3 月末で廃止となり、これに関連した事業は健康増進

法や高齢者の医療の確保に関する法律に移管されていますが、高齢者の保健と福祉は密

接な関係にあり、本市においては従来どおり保健に関する計画も包含し、「高齢者保健

福祉計画」として策定いたしました。 

また、本市の総合計画（『茂原市総合計画 2001-2020－ゆたかなくらしをはぐくむ

「自立拠点都市」もばら』平成 13 年 3 月）の個別計画として位置付けられるものです。 

 
第２節 計画のフレーム 
 

１ 計画策定体制 

本計画の策定に当たっては、本市における関係部局間の連携を図るために、茂原市

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画作成委員会により検討を行うとともに、保健・

医療・福祉の学識経験者や被保険者の代表者等により構成する茂原市介護保険運営協議

会において、専門的・総合的な立場から意見を聞きます。 

 

２ 計画期間 

本計画は、平成26 年度の高齢者像を見据えつつ、平成21 年度から平成23 年度まで

の3ヵ年を計画期間とします。平成23年度に見直しを行い、次期計画は平成24年度か

ら平成26年度までを計画期間とします。 

 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

前計画期間 

   

                 本計画期間 

見直し    

                              次期計画期間 

見直し    

 

３ 他の計画、県の計画等との連携 

本計画の策定に当たっては、本市の総合計画及び地域福祉計画、千葉県地域ケア整備構想

及び千葉県高齢者保健福祉計画（第 4期介護保険事業支援計画）等との整合を図ります。 
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また、千葉県で設置する 山武・長生・夷隅地域「介護保険事業支援計画・高齢者

保健福祉計画圏域連絡協議会」を通して、県及び周辺市町村と連携を図り、計画を策定

します。 

 

４ 被保険者の意見を反映させるための措置 

本計画に被保険者の意見を反映させるため、被保険者の代表者を茂原市介護保険運

営協議会の委員として選任し、意見を聞きます。 

 

５ 日常生活圏域の設定 

本計画においては、前計画において設定した圏域を基本として、介護を必要とする

高齢者が、住み慣れた地域（日常生活圏域）で継続して生活していくことができるよう、

介護サービス量を見込みます。 

(1) 日常生活圏域の設定 

国の示す参酌標準をベースに、旧市町村単位を基本とし、地区間の人口のバラン

ス、高齢者が移動する範囲、地区間の連携の期待される範囲、地域包括支援センタ

ーの設置の方向性などを踏まえ、前計画で設定した圏域のとおりとします。 

(2) 日常生活圏域の数 

本市の日常生活圏域の設定に当たっては、これらの条件を総合的に勘案した結果、

４地区の日常生活圏域を設定しています。 

                              平成20年10月1日現在 

 介護保険施設 居住系サービス施設  

人 口 高齢者数 施設数 定員数 施設数 定員数 

本納地区 14,197 3,649 3 154 1 61 

中央地区 31,916 6,485 2 200 2 35 

茂原地区 26,574 5,791 1 60 4 79 

南 地区 21,650 4,973 1 70 1 9 

合  計 94,337 20,898 7 484 8 184 

                                 資料：住民基本台帳 

＊本納地区(新治、本納、豊岡)、中央地区(二宮、豊田、東郷)、茂原地区(茂原）、南地区(五郷、鶴枝） 

 

６ 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の進行管理 

本計画の推進に当たっては、計画の進捗状況、介護や生活支援に係るサービス等の

実施状況などを点検し、また、市民の意見を計画に反映するために、継続して計画の進

行管理を行う必要があります。そのため、介護保険運営協議会を必要に応じて開催し進

行管理をしていきます。 
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茂  原 
人    口 26,574人 
高齢者数 5,791人 
高齢化率 21.8 % 

本  納 
人    口 6,331人 
高齢者数 1,600人 
高齢化率 25.2 % 

豊  岡 
人    口 6,027人 
高齢者数 1,502人 
高齢化率 24.9 % 

二  宮 
人    口 6,678人 
高齢者数 1,464人 
高齢化率 21.9 % 

豊  田 
人    口 7,733人 
高齢者数 1,563人 
高齢化率 20.2 % 

東  郷 
人    口 17,505人 
高齢者数 3,458人 
高齢化率 19.8 % 

新  治 
人    口 1,839人

高齢者数 525人 
高齢化率 28.5 % 

五  郷 
人    口 10,975人 
高齢者数 2,462人 
高齢化率 22.4 % 

鶴  枝 
人    口 10,675人 
高齢者数 2,511人 
高齢化率 23.5 % 

本納地区 
人    口 14,197人 
高齢者数 3,649人 
高齢化率 25.7 % 

中央地区 
人    口 31,916人 
高齢者数 6,485人 
高齢化率 20.3 % 

茂原地区 
人    口 26,574人 
高齢者数 5,791人 
高齢化率 21.8 % 

南 地区 
人    口 21,650人 
高齢者数 4,973人 
高齢化率 23.0 % 
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第２章 高齢者等の状況 

 
第１節 人口構造 
 

１ 人口の推移 

平成7年度から平成20年度までの本市の年齢別人口の推移は、次のとおりです。 

国勢調査に基づく人口総数は平成 7 年度から平成 12 年度までは増加していますが、

その後の人口は概ね横ばいの状態を続けています。 

また、20 歳から 64 歳までの生産年齢人口及び 0 歳から 19 歳までの若年人口は減少

し、65歳以上の高齢者人口は増加を続けています。 

 

             各年度とも10月１日現在（単位：人） 

区分 平成7年度 平成12年度 平成17年度 平成20年度

人口総数  91,664 93,779 93,260  94,337 

0 ～  4 歳 4,433 4,186 3,703  3,547 

5 ～  9 歳 5,152 4,596 4,139  3,933 

10 ～ 14 歳 5,760 5,283 4,552  4,413 

15 ～ 19 歳 6,088 5,449 4,925  4,695 

20 ～ 24 歳 6,483 5,276 4,506  5,082 

25 ～ 29 歳 6,136 6,939 5,487  5,140 

30 ～ 34 歳 5,855 6,182 6,726  6,312 

35 ～ 39 歳 5,977 5,968 6,116  6,858 

40 ～ 44 歳 6,925 6,052 5,870  5,959 

45 ～ 49 歳 8,546 6,992 5,972  5,907 

50 ～ 54 歳 6,913 8,556 6,923  6,128 

55 ～ 59 歳 5,663 6,943 8,496  7,883 

60 ～ 64 歳 5,189 5,757 7,003  7,582 

65 ～ 69 歳 4,394 5,043 5,722  6,592 

70 ～ 74 歳 3,223 4,168 4,806  5,105 

75 ～ 79 歳 2,257 2,932 3,707  4,047 

80 ～ 84 歳 1,603 1,858 2,427  2,789 

85歳以上   1,055 1,586 2,166  2,365 

年齢不詳  12 13 14 0

    

0 ～ 19 歳(再掲) 21,433 19,514 17,319 16,588

20 ～ 64 歳(再掲) 57,687 58,665 57,099 56,851

65歳以上 (再掲) 12,532 15,587 18,828 20,898

資料：国勢調査、平成20年度は住民基本台帳 
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２ 高齢者人口の推移 

平成7年度から平成20年度の高齢者人口構造の推移は次のとおりです。 

前期高齢者（65～74 歳）、後期高齢者（75 歳以上）をあわせた本市の高齢者人口は確

実に増加しています。平成 7 年度に 13.7％であった高齢化率（総人口に占める高齢者

の割合）は、平成20 年度には22.2％と大幅に上昇しており、今後もさらに上昇してい

くことが予測されます。 

 

                     各年度とも10月1日現在 

区分 平成7年度 平成12年度 平成17年度 平成20年度 

総人口 (人) 91,664 93,779 93,260 94,337

高齢者人口 (人) 12,532 15,587 18,828 20,898

 65～74歳 (人) 7,617 9,211 10,528 11,697

 75歳以上 (人) 4,915 6,376 8,300 9,201

高齢化率 (％) 13.7 16.6 20.2 22.2

資料：国勢調査、平成20年度は住民基本台帳 

 

第２節 高齢者の現状 
 

１ 高齢者のいる世帯構成の推移 

本市の高齢者のいる世帯構成を国勢調査及び住民基本台帳で見ると次のとおりです。 

総世帯に対する比率は、平成 7 年度が 28.9％、平成 20 年度が 38.7％で、年々大幅

な上昇を続けており、核家族化の進行、世帯分離等により高齢者単身世帯及び高齢者夫

婦世帯が増加しています。 

 

         各年度とも10月1日現在 

区  分 平成7年度 平成12年度 平成17年度 平成20年度

 総 世 帯 数  29,800 31,912 33,691 37,549

 一世帯当たり人員 (人) 3.04 2.90 2.72 2.51

  高齢者のいる世帯数  8,603 10,478 12,564 14,519

総世帯数に対する比率 (％) 28.9 32.8 37.3 38.7

   うち高齢者単身世帯数     1,094 1,615 2,332 3,929

   高齢者のいる世帯数に対する比率 (％) 12.7 15.4 18.6 27.1

   うち高齢者夫婦世帯数    1,132 1,748 2,439 3,148

   高齢者のいる世帯数に対する比率 (％) 13.2 16.7 19.4 21.7

資料：国勢調査、平成20年度は住民基本台帳 



 9 
 

２ 介護が必要となった原因 

国民生活基礎調査において、介護が必要となった原因としては、脳血管疾患、骨

折・転倒、関節疾患、高齢による衰弱、認知症、パーキンソン病によるものが挙げられ

ます。 

要介護度別の状況を見ると脳血管疾患及び認知症を原因として重度化が進行してい

ます。 

 

介護が必要となった原因（要介護度別）

12.3
17.4

21.4
26.3 27.2

36.3 35.413

12.2
8.1

7.7
9.5

12.9

4.3
18.2

22.6

14.3
10.6 5.1

4.7

4.1

16

17.1

16.6 12.8

9.4

9.6

10.5

2.6

3.8
16.1

18.1
25.1

17.8

18.12.6

2.1
1.9 2.4

4.8

3.3

4.9

35.3

24.9 21.7 22
18.9

15.3
22.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

要支援１ 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

脳血管疾患 骨折・転倒 関節疾患 高齢による衰弱 認知症 パーキンソン病 その他

 

資料：国民生活基礎調査（平成19年度） 

 

第３節 計画期間の各年度における介護等を必要とする高齢者の状況 

 

１ 人口推計 

保健福祉サービスの今後の実施目標量の推計は、計画期間内の本市の高齢者人口を

基礎として算出します。計画期間内（平成21年度から平成23年度まで）の人口推計は

次のとおりです。 

この推計による前期高齢者及び後期高齢者を合あわせた本市の高齢者人口は、今後

も増加を続けていきます。高齢化率も大幅に上昇を続け、平成20 年度に22.2％であっ

た高齢化率は、平成23年度には24.8％になるものと推計されます。 
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                            各年度とも10月1日現在 

区分 平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度 平成23年度

総人口 (人) 94,391 94,293 94,337 93,932 93,534 93,126

40歳未満 (人) 41,255 40,518 39,980 39,059 38,144 37,222

40～64歳 (人) 33,821 33,661 33,459 33,243 33,028 32,811

前期高齢者 (人) 10,858 11,250 11,697 12,059 12,421 12,783

後期高齢者 (人) 8,457 8,864 9,201 9,571 9,941 10,310

高齢者計 (人) 19,315 20,114 20,898 21,630 22,362 23,093

高齢化率 (％) 20.5 21.3 22.2 23.0 23.9 24.8

 

２ 介護保険被保険者数の現状及び推計 

介護保険制度では、65 歳以上の高齢者が第 1 号被保険者、40 歳以上 65 歳未満で医

療保険に加入している方が第2号被保険者となっています。第1号被保険者及び第2号

被保険者、それぞれの平成23年度までの推計数は、次のとおりです。 

 

          各年度とも10月1日現在 (単位：人、％) 

区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度  平成23年度 

65～74歳 10,856 11,250 11,695 12,059 12,421 12,783

75歳以上 8,398 8,799 9,151 9,571 9,941 10,310

計 19,254 20,049 20,846 21,630 22,362 23,093

第
１
号 

総人口に占

める割合 
20.4 21.3 22.1 23.0 23.9 24.8

40～64歳 33,821 33,661 33,459 33,243 33,028 32,811第
２
号 総人口に占

める割合 
35.8 35.7 35.5 35.4 35.3 35.2

 

 

３ 要介護認定者数等の現状及び推計 

(1) 要介護・要支援認定者数の現状及び推計 

平成23年度までの人口推計の結果及び認定率の推移から、要介護・要支援認定者

数を次のとおり推計しました。 
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      各年度とも10月１日現在（単位：人） 

区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

要支援１ 226 242 259 277 297 

要支援２ 

292 
(要支援) 148 158 170 181 194 

要介護１ 871 830 888 956 1,028 1,103 

要介護２ 401 427 457 493 531 571 

要介護３ 381 396 423 457 493 530 

要介護４ 321 347 371 401 433 466 

要介護５ 294 323 347 375 404 436 

合  計 2,560 2,697 2,886 3,111 3,347 3,597 

 

(2) 介護保険対象サービス利用者数の現状及び推計 

平成23年度までの要介護認定者数等の推計の結果、サービス利用率の推移から、

介護保険対象サービスの利用者数を次のとおり推計しました。 

 

  各年度とも10月１日現在（単位：人） 

区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

要支援１ 134 121 134 141 149 

要支援２

163 
(要支援) 

62 116 123 142 161 

要介護１     576 618 610 693 753 815 

要介護２ 305 334 364 397 431 467 

要介護３ 249 268 283 310 337 363 

要介護４ 179 186 189 201 213 226 

要介護５ 113 117 133 141 152 163 

居

宅 

・ 

地

域

密

着

型 

小 計 1,585 1,719 1,816 1,999 2,169 2,344 

介護老人

福祉施設 
238 249 260 288 305 305 

介護老人 

保健施設 
171 192 212 217 217 217 

介護療養型

医療施設 
33  31 39 39 39 39 

施

設 

小 計 442 472 511 544 561 561 

未利用者 533 506 559 568 617 692 

 

 

 



 12 
 

第３章 計画の基本理念等 
 
第１節 基本理念 

 

茂原市は、市の総合計画において、まちづくりの重点課題における「本格的な少子

高齢社会への対応」の項目で、「本格的な高齢社会が進展する中で、周辺市町村も含

めて、介護保険導入をはじめとした高齢者対策事業を実施しながら、医療や福祉面を

充実させるとともに、高齢者が活動的な暮らしを楽しんだり、世代を越えた交流を進

めるなど、地域に活力をもたらす社会づくり」という課題をあげています。 

こうした総合計画の考え方を踏まえ、本高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画で

は、前計画と同様に『 一人ひとりが、生きがいを持ちながら、住み慣れたこの地域や

環境の中で、自らの意欲・能力に応じて可能な限り居宅で日常生活を続けられる長寿社

会 』を基本理念として、その実現を目指します。 

 
 
第２節 重点課題とその取組みの方向 

 

本計画では、基本理念に従って、次のような重点課題を設定し、これに対する取組

みを進めていきます。 

 

１ 介護予防の推進 

高齢者にとっては、住み慣れた地域で健やかにいきいきと自立した生活を送れるこ

とが何よりも大切です。そこで、前回の介護保険制度改正において予防重視への転換が

大きく図られており、高齢者が要支援・要介護状態になることを予防し、要介護状態に

あっても状態の軽減及び悪化を防止する介護予防への取組みが進められていますので、

本計画期間においてもこれを積極的に推進していきます。 

「健康宣言都市茂原」にふさわしい施策として、健康診査や訪問指導等の保健サー

ビスの一層の充実と介護予防の取組みに努めます。特に、一人ひとりの健康状態や生活

状態を踏まえたケアマネジメントにより、介護予防を行っていくといった視点を重視し

ていきます。また、「自らの健康は自ら守る」という健康意識の高揚と、健康管理に対

する知識や理解を広めるために、啓発事業を積極的に進めるとともに、高齢者が明るく

健やかな生活を送れるよう、日常の健康管理の支援や疾病の予防、さらに高齢者が自ら

実践する日常的な健康づくりへの支援、リーダーの育成などを一体的に推進します。 
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２ 生活支援の推進 

高齢者の多くが、介護や支援が必要になっても、生きがいを持って、長年生活して

きた地域で暮らし続けることを望んでいます。そのためには、個別の介護サービスが利

用できるばかりでなく、高齢者が安心して生活を送ることができるよう地域ぐるみで支

え合う社会づくりを積極的に推進します。 

このため、日常生活の自立度が低く、手助けや見守りなどを必要とする高齢者につ

いても、生活支援型のサービスの充実を図り、日常生活を支援していきます。 

また、新たな地域ケアシステムの拠点として設置された地域包括支援センターを中

心に、在宅介護支援センターと連携し、高齢者ケアの課題に対応する地域ケア体制の充

実に努めていきます。 

さらに、高齢者の生きがいを創るとともに、交流の場を提供し、高齢者自身が地域

社会の中で自らの経験と知識を活かして、積極的な役割を果たしていくような社会づく

りに努めます。 

 

３ 介護保険サービスの質の確保・向上と基盤整備 

介護保険のサービスについては、市民のニーズに対応したサービスの供給を確保す

る量的な整備とともに、その質の確保・向上を図ることが求められています。 

事業者組織との密接な連携を図り、各種情報の提供や研修を実施することにより、

ケアマネジャーやサービス事業者への支援を行い、サービスの質の確保・向上に努めま

す。 

また、地域包括支援センターにおいては、困難事例等への指導・助言などの支援を

行い、ケアマネジャーの資質や専門性を高め、ケアマネジメントの質の向上を図ります。 

サービス事業者には、居宅介護支援事業者を通じた情報提供・指導により支援を行

います。 

さらに、介護相談員派遣事業の実施により、介護保険施設におけるサービスの質の

向上に努めます。 

介護保険サービスの基盤整備については、住み慣れた地域でいつまでも元気で日常

生活を送れるように、地域密着型サービスに重点を置いた基盤整備を促進します。 
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第３節 施策の体系 
 
本市が取り組むべき重点課題を踏まえ、次のような体系で施策を講じます。 

 
 
＜施策の体系＞ 
 
保健福祉サービス      介護予防・生活支援サービス     高齢者保健サービス 

                             地域支援事業の推進 

                             高齢者福祉サービス 

                             社会参加・生きがい対策 

 

            介護保険対象サービス       居宅サービス 

                             地域密着型サービス 

                             居宅介護支援・介護予防支援 

                             施設サービス 

                            

            保健福祉の環境整備        地域ケア体制の整備 

                             介護保険制度の充実 

         安全の確保 

         保健福祉サービスの全体調整 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 各論 
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第２部 各 論 
 

第１章 介護予防・生活支援サービスの現状と将来計画 

 

第１節 介護予防・生活支援サービスの基本的な考え方 

 

１ 前計画の分析評価 

老人保健サービスについては、老人保健法が廃止され、平成 20 年 4 月から「高齢者

の医療の確保に関する法律」が施行されました。医療保険者(国民健康保険)の役割分担

として 40～74 歳の加入者を対象とする内臓脂肪症候群(ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ)に着目した生

活習慣病のための特定健康診査・特定保健指導を開始しました。また、がん検診などは

健康増進法に移行されたところです。今回の大幅な改正については、事前に住民周知に

努めました。 

生活機能評価（介護予防健診）については、平成 18 年度から市の実施する健康診査

と同時に実施されました。 

各種健（検）診については、受診対象年齢の拡大等を図りましたが、景気低迷等社

会情勢の変化に伴い、女性の就労増と、子宮がん検診が隔年化されたことから受診率が

伸びない状況で、特に40代50代の女性の受診率が低下しています。健康教育・健康相

談・訪問指導等は、目標を上回る数値を示しています。 

介護予防・生活支援サービスについては、高齢者人口の増加とともに、多岐にわた

る需要が発生しており、これらの需要に対処するため、平成 19 年 4 月に設置された地

域包括支援センターにおいて、地域支援事業及び日常生活の支援、社会参加や生きがい

対策等の事業を実施しています。 

介護予防については、特定高齢者が年々増加しており、平成 20 年度から新たに運動

教室や健口(ｹﾝｺｳ)栄養教室を実施しておりますが、本計画期間においても積極的に推進

していきます。 

一般高齢者施策については、介護予防講演会やパンフレットの配布などを通して介

護予防の普及・啓発に努めており、今後も継続して実施する必要があります。また、急

速な高齢化に伴い何らかの認知症を有する方が増加していることから、平成 20 年度に

「認知症サポーター養成講座」を開催しましたが、今後とも継続的に実施し、認知症に

関する正しい理解を深め、地域で支えていくことを推進します。 

包括的支援事業については、権利擁護や虐待相談をはじめ各種相談が急増している

ことから、社会福祉士を中心とした専門職の専門性をさらに高め、在宅介護支援センタ
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ーや各種関係機関との連携を深めていきます。 

高齢者福祉サービスについては、介護保険対象サービス以外に任意的に実施してい

ますが、高齢者が急増する中、社会福祉協議会や長寿クラブ、シルバー人材センター等

との連携をさらに深め、サービス内容の充実を図ります。 

 

２ 基本的な考え方 

高齢者が住み慣れた地域で安心して健康でいきいきとした生活を送るためには、介

護保険制度による各種サービスの提供とともに、介護予防や健康増進の各種施策が必要

であり、これらの各種事業を組み合わせ、連携していくことによりさらに効果的な事業

へと結びつけていくことを進めていきます。 

そして、積極的に介護予防の働きかけや生活支援を行い、元気な高齢者づくりを推

進し、市民の健康に関するニーズに対応するために、次の健康づくり施策を推進します。 

(1) 疾病予防に資する情報提供の充実 

(2) 運動不足にならないよう、どこでも手軽にでき効果的な運動方法の普及 

(3) 要介護状態にならないよう、生活機能の充実など介護予防の推進 

(4) 健(検)診後の指導体制の充実 

特定保健指導実施者の効果を次年度の健診結果と比較評価し内容の充実に努めます。

また、年々増加が見込まれる対象者の対応についてはアウトソーシングの利用を検討し

ます。 

 

 

第２節 高齢者保健サービス 

高齢者保健サービスでは、生活習慣病予防や健康に対する正しい知識を得るために、

次の7つの健康づくり施策を行います。 

 

＜施策の体系＞ 

高齢者保健サービス      健康手帳の交付 

  健康教育 

  健康相談 

  健康診査 

  訪問指導 

  高齢者インフルエンザ予防接種 

  健康づくりの推進 
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１ 健康手帳の交付 

健康手帳は、健康増進法第17条第1項に基づき健（検）診会場で交付しています。 

健康手帳には、健康診査の記録、医療の受給資格、医療の記録などが記載されます。 

健康手帳交付の目的の 1 つとして、自らの健康管理と適切な医療の確保を図ること

が挙げられますが、健康手帳を持つ市民が自らの健康に関心を持ち、健康手帳を有効に

利用することができるように、内容の改善を図ります。これにより、市民の生活習慣病

の予防と老後における健康の保持、適切な医療の確保を目指します。 

また、健康手帳の交付の目的や活用方法について説明し、活用状況の点検をするな

ど、有効に活用することができるような方法の検討も進めます。 

 

  見込及び実績                    （単位：件） 

手帳交付 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

見 込 900 950 1,000 3,500 2,500 2,500

実 績 797 1,008 8,725  

 ※平成20年度実績は推計値 

 ※平成20年度に健康手帳を新規作成 

 

２ 健康教育 

 (1) 現状 

健康教育は、生活習慣病予防やその他健康に関する事項について、正しい知識の

普及を図ることにより、「自らの健康は自らが守る」という認識と自覚を高め、健

康の保持増進に資することを目的に各種教室を実施しています。 

 (2) 計画年度における目標 

健康教育の重要性が増大しており、生涯にわたっての健康な生活習慣や生活様式

の実践が求められています。 

こうしたことから、健康なときから健康づくりの実践を図っていくことが必要に

なります。 

 

目標及び実績 

集団健康教育 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

回 数（回） 123 123 123 310 310 310
目 標 

延人員（人） 3,710 3,720 3,730 3,610 3,620 3,630

回 数（回） 369 391 308   
実 績 

延人員（人） 7,617 5,332 3,560   

 ※平成20年度実績は推計値 
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３ 健康相談 

 (1) 現状 

健康相談は、心身の健康に関するさまざまな個別の相談に応じ、必要な指導及び

助言を行い、家庭での健康管理に役立っています。 

 (2) 計画年度における目標 

健康相談では、日常での健康管理に役立つよう、心身の健康に関して必要な指導

や助言を行っていきます。実施にあたっては、定期の健康相談を充実させるととも

に、あらゆる機会を利用して、積極的に健康相談を行います。 

 

目標及び実績 
健康相談 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

開催数 (回) 336 336 336 350 350 350
目 標 

延人員 (人) 5,165 5,290 5,420 3,600 3,600 3,600

開催数 (回) 374 343 344   
 実 績 

延人員 (人) 5,217 3,472 3,600   

※平成20年度実績は推計値 

 

４ 健康診査 

(1) 特定健康診査・特定保健指導 

平成 20 年度から高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、内臓脂肪症候群に

着目した特定健康診査・特定保健指導が始まり、各医療保険者に 40 歳～74 歳まで

の当該被保険者及び被扶養者に対する特定健診及び特定保健指導が義務付けられま

した。 

また、75 歳以上の後期高齢者については、千葉県後期高齢者医療広域連合が実施

します。 

 

 

 (2) 各種がん検診 

ア 現状 

がん検診は、肺がん、大腸がん、胃がん、子宮がん、乳がん、前立腺がんの 6

種類について行われていますが、このうち子宮がんは 20 歳以上、乳がんについて

は 30 歳以上の女性、前立腺がんについては 50 歳以上の男性、それ以外の 3 種類

については40歳以上の市民を対象としています。 



 21

イ 計画年度における目標 

多くのがんは、早期に発見することにより、治癒の可能性が高まります。そこ

で各種がんの早期発見のため、広報等を通じて検診の必要性をさらに周知し、受診

しやすい体制を整えるなど受診率の向上を目指します。 

また、精密検査が必要な方に対しては、積極的に医療受診を促し、早期治療に結

びつけていきます。 

 

目標及び実績                                    （単位：％） 

検診率 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

肺 が ん 

目 標 40.5 41.2 42.0 24 25 26

実 績 24.3 22.9 23.6  

大 腸 が ん 

目 標 22.0 22.8 23.7 19 20 21

実 績 19.8 19.3 19.0  

胃 が ん 

目 標 17.4 18.1 18.7 15 16 17

実 績 15.8 14.9 14.3  

子 宮 が ん 

目 標 25.1 26.0 27.0 11 12 13

実 績 9.3 10.1 10.1  

乳 が ん 

目 標 24.8 25.5 26.3 28 29 30

実 績 24.9 27.0 27.5  

前 立 腺 が ん 

目 標 10.3 11.0 11.8 8 9 10

実 績 6.7 6.4 7.7  

※平成20年度実績は推計値 

 

(3) 骨粗しょう症予防検診 

ア 現状 

年齢を重ねるとともに骨も老化し、骨量が減少すると骨粗しょう症にかかりや

すくなります。骨粗しょう症が原因で骨折をして、寝たきりになる場合も少なく

ありません。こうしたことから、平成 8 年度から骨粗しょう症予防検診を実施し

ています。 

近年、骨密度測定が医療機関や自宅でも気軽にできるようになったこともあり、
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骨粗しょう症予防検診の受診者が減少傾向にあります。 

 

イ 計画年度における目標 

骨折は寝たきりになる原因のひとつになっており、その予防のためには、自分

の骨密度を知り、日常生活を見直すことが必要です。対象者は、18～35 歳と 40・

45・50・55・60・65・70 歳の女性とします。同時に骨粗しょう症予防の食生活と

運動について個別指導を実施します。さらに、健康教育・相談を徹底し、この問

題に対する関心を高め、啓発を行っていきます。 

 

目標及び実績                           （単位：人） 

受診者数 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目 標 500 550 600 230 260 290

実 績 236 287 197  

 ※平成20年度実績は推計値 

 

(4) 歯周疾患検診（歯科健康診査） 

   40 歳を過ぎると、歯周疾患により口腔内のトラブルをかかえる方が増えてきます。

そこで、口腔衛生に対する正しい知識を普及するとともに、疾患の早期発見、早期

治療を推進することにより、健康の保持増進を図ることを目的に実施していきます。 

平成18年度から対象者を40歳以上80歳までの5歳ごとの節目検診として実施し

ているため、実績は少ないですが、歯周病も「生活習慣病」であることを周知し、

受診率の向上を目指します。 

 

目標及び実績                             （単位：人） 

実施人数 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目 標 210 220 230 90 100 110

実 績 59 36 80  

  ※平成20年度実績は推計値 

 

 

(5) 在宅寝たきり者等歯科保健事業 

歯科健康診査及び歯科保健指導を受ける機会に恵まれない在宅寝たきり者等に対し、

在宅における歯科保健サービスを実施し、口腔衛生の改善を図ることにより、生活

機能の向上及び意欲の増進を図ることを目的に実施していきます。 
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目標及び実績                             （単位：人） 

実施人数 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目 標 27 27 27 27 27 27

実 績 27 25 27  

 ※平成20年度実績は推計値 

 

５ 訪問指導 

訪問指導は、保健師、栄養士、歯科衛生士などが居宅訪問により市民の心身の健康

に関する個別相談に応じ、主に介護保険サービスの対象とならない方に対し、看護の方

法、療養上の注意や日常生活動作の訓練、栄養指導、口腔歯科指導など、必要な指導及

び助言を行うサービスです。 

また、介護保険サービス対象者については、地域包括支援センター、社会福祉課、

健康管理課が、それぞれの人的資源を活用し、寝たきり、もしくは、これに準ずる方、

あるいはその家族の支援に努めます。 

 

６ 高齢者インフルエンザ予防接種 

高齢者インフルエンザ予防接種は、65 歳以上の者並びに 60 歳以上 64 歳以下の者で

あって、心臓、じん臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活が極度に制限される程

度の障害を有する者等に対し、今後も重症化防止のため実施していきます。 

    

目標及び実績                       （単位：％） 

接種率 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目 標 57.7 58.2 58.7 59.0 59.5 60.0

実 績 55.5 57.4 57.8  

※平成20年度実績は推計値 

 

７ 健康づくりの推進  

高齢社会では、高齢者が健康で明るく、自立した生活ができるようにしていくこと

が求められます。健康の確保にあたっては、セルフケアの意識を持って主体的に取り組

むとともに、社会全体でその取組みを支援していくことが必要です。このため、自主的

な健康づくりの実践に必要な健康情報の提供や健康づくり運動の推進、健康教育、健康

相談、健康診査等の予防・健診体制の整備充実を図っていくことが求められています。 

心身ともに健康で豊かな潤いある生活を営むことは、すべての市民の願いです。と

りわけ、市民一人ひとりが、「自らの健康は自らが守る」という意識を持って、予防し
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ていくためには、疾病を早期に発見し、各種保健サービスとともに、地域の実情にあっ

た、きめ細かい健康づくり対策が必要となります。とくに、寝たきりや認知症の予防を

するためには、自主的な健康管理が行われる環境づくりを進めるとともに、地域での健

康づくり活動を支援し健康対策を進める必要があります。 

以下の施策により、健康づくりの啓発、普及に努めます。  

(1) 保健センターの充実 

保健センターは、現在、市民の疾病予防と健康の保持・増進を図るため、地域住

民に密着した健康相談、健康教育、健康診査等の保健サ-ビスを総合的に行う拠点と

して、また、地域住民の自主的な保健活動の場として利用されています。今後も、

市民の日常生活に密着し、充実した保健サービスを行うため、保健活動の場として

の機能が十分発揮できるように努めるとともに、拠点施設としての役割も付加しな

がら機能の強化・拡充を図っていきます。 

 

(2) 健康教室の充実 

身体機能の維持・回復訓練や、介護予防に関する知識を広く市民に気軽に、習

得・体験してもらうために、福祉センターなどで、健康教室の充実を図ります。 

ア 疾病予防、認知症予防のための基礎知識 

イ 身体機能の維持、回復訓練の基礎知識 

ウ 介護、看護の体験と基礎知識 

エ 健康相談、家族相談 

 

(3) 市民参加の健康づくりの啓発・普及 

市民の健康意識の啓発事業を積極的に進め、明るく健やかな生活を送れるよう、

日常の健康管理の支援や疾病の予防、さらに自ら実践する日常的な健康づくりへの

支援、リーダーの育成など市民ぐるみの健康づくり運動を進めます。 

特に、健康な地域づくりのために地域住民が主体となった地区組織の育成・支援

は重要な部分であり、保健委員会・食生活改善協議会との協働で健康づくり事業を

各種展開しています。 

今後の健康づくり運動の展開に当たっては、保健サービスの利用者である地域住

民の主体的な参画が更に重要な役割を果たすものと考えられます。行政機関や保健

医療関係者はもちろんのこと、健康保険組合などの医療保険の保険者や事業者、住

民ボランティア組織を含む非営利団体、マスメディア等が、それぞれの特性を生か

して相互に連携していくことが重要です。 
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第３節 地域支援事業の推進 

 

軽度の要介護者や認知症、一人暮らしの高齢者が大幅に増加する中、いつまでも健

やかに住み慣れた地域で暮らし続けていくために、地域支援事業を推進していきます。 

高齢者が要介護状態になることを予防するとともに、要介護者になった人も可能な

限り地域において自立した生活を営むことができるよう支援するために、介護予防事業、

包括的・継続的ケアマネジメント支援や総合相談支援・権利擁護業務などの包括的支援

事業、家族介護支援や地域自立生活支援・成年後見制度支援などの任意事業を行います。 

 

＜施策の体系＞ 

 

地域支援事業の推進     介護予防事業 

 

              包括的支援事業 

 

              任意事業 

 

１ 介護予防事業 

要支援・要介護状態になることを予防し、健康でいきいきとした生活を送ることが

できるように、介護予防上の支援が必要と思われる高齢者を対象とした「介護予防特定

高齢者施策」及び、すべての高齢者を対象とした「介護予防一般高齢者施策」を行いま

す。 

 

効果目標                             (単位：人) 

介護予防事業 平成21年度 平成22年度 平成23年度

65歳以上の高齢者 21,630 22,362 23,093 

要支援1及び要支援2の認定者数推計 429 458 491 

要支援1及び要支援2の認定者数 345 374 390 

介護予防の効果目標人数 84 84 101 

 ※効果目標は通所型介護予防事業参加者の7割 
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(1) 介護予防特定高齢者施策 

特定高齢者を対象に、それぞれの状態に応じた介護予防ケアマネジメントを行い、

介護予防ケアプランを作成し、通所及び訪問を中心とした適切な介護予防サービス

を行います。 

 

ア 特定高齢者把握事業 

市内に在住の高齢者を対象に、特定健康診査及び後期高齢者健康診査等と同時に

実施する生活機能評価並びに単独で実施する生活機能評価を通じて特定高齢者の

把握を行います。 

また、保健師等の訪問活動や主治医、民生委員等の連携により、要支援、要介護

状態になるおそれのある「特定高齢者」の把握に努めます。 

 

  目標及び実績                          （単位：件、％） 

特定高齢者 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

把 握 件 数 

目 標 568 781 1,006 500 550 600

実 績 58 214 422   

高齢者人口に対する割合 

目 標 3.0 4.0 5.0 2.3 2.5 2.6

実 績 0.3 1.1 2.0   

 

  イ 通所型介護予防事業 

特定高齢者を対象に、介護予防を目的として「運動器の機能向上」、「栄養改

善」、「口腔機能の向上」等のプログラムを通所施設及び教室の開催により実施

します。 
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① 施設委託型 

実施目標                           （単位：人、回） 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 
施設委託 

人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 

実 施 者 数 

目 標 450 － 600 － 912 － 30 － 30 － 30 －

実 績 40 － 30 － 20 －    

運動器の機能向上 

目 標 110 1,320 150 1,800 230 2,760 30 1,440 30 1,440 30 1,440

実 績  40 2,172 30 944 20 758    

栄 養 改 善 

目 標 70 210 90 270 140 420 5 30 5 30 5 30

実 績  0 0 0 0 1 6    

口腔機能の向上 

目 標 240 720 320 960 500 1,500 5 30 5 30 5 30

実 績  3 5 6 32 1 1    

そ の 他 

目 標 160 1,920 210 2,520 320 3,840 5 30 5 30 5 30

実 績  0 0 0 0 1 6    

※平成20年度実績は推計値 

② 教室型 

実施目標                            （単位：人、回） 

教  室 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

運 動 教 室 

参加者数 ― ― 15 40 40 40
目標 

開催回数 ― ― 12 24 24 24

参加者数 ― ― 16  
実績 

開催回数 ― ― 12  

健 口 栄 養 教 室 

参加者数 ― ― 25 50 50 75
目標 

開催回数 ― ― 6 12 12 18

参加者数 ― ― 23  
実績 

開催回数 ― ―  6  

 

ウ 訪問型等介護予防事業 

特定高齢者を対象に、各種教室等の集団的な指導以外に、栄養士や保健師等が家

庭を訪問し、生活機能に関する課題を総合的に把握・評価し、適切な相談・指導

に努めます。 

 

  エ 介護予防特定高齢者施策評価事業 

介護予防事業の効果による要支援認定者数の目標値に照らした達成状況の検証      
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を通じ、介護予防特定高齢者施策の事業評価を実施するとともに、有効性のある

事業実施に努めます。 

   

(2) 介護予防一般高齢者施策 

介護予防に関する知識の普及・啓発や地域における自主的な介護予防に資する活

動の育成・支援を実施し、地域において自主的な介護予防活動が広く行われ、地域

の高齢者が積極的にこれらの活動に参加するような地域社会を目指します。 

  ア 介護予防普及啓発事業 

介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するため、介護予防講演会を実施する

とともに生活機能評価や各種健診の実施時など、幅広い機会を捉えてパンフレッ

トを配布し、介護予防の普及・啓発に努めます。 
 

目標及び実績                           （単位：回、人） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

介護予防講演会 

開催回数  2   2   2   1   1   1
目標 

参加者数 100 100 100 150 150 150

開催回数  1   2   1  
実績 

参加者数 50 201 125  

パンフレットの配布 

目標 800 800 800 5,000 5,500 6,000

実績 
配布部数 

1,370 1,000 4,700  

 

  イ 地域介護予防活動支援事業 

認知症を正しく理解し、地域で支えていくために、認知症サポーター養成講座を

開催し、サポーターの養成を進めることにより、地域での介護予防活動の支援を

していきます。 

また、地域の長寿クラブや地区社会福祉協議会が主催するいきいきサロンなどの

活動を支援し、介護予防の普及に努めます。 

認知症サポーター養成講座の目標及び実績             （単位：回、人） 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

開催回数 ― ―  1 8 10 12
目標 

参加者数 ― ― 100 200 250 300

開催回数 ― ―  6   
実績 

参加者数 ― ― 305   

※平成20年度は平成21年2月末実績 
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その他の活動支援の目標及び実績                 （単位：回、人） 

いきいきサロン

（長寿クラブ） 
平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

開催回数 30 30 30 32 34 36
目標 

参加者数 600 600 600 650 700 750

開催回数 25 34 30   
実績 

参加者数 670 749 600   

※平成20年度実績は推計値 

 

  ウ 介護予防一般高齢者施策評価事業 

事業評価項目により、事業の参加状況やプロセス評価を中心に事業評価を実施し、

より効果的な施策展開につなげます。 

 

(3) 介護予防事業実施目標量確保のための方策 

介護予防事業を円滑に行うため、関係機関等と連携のうえ特定高齢者を把握し,

個々の特定高齢者の事業効果の評価・検証を行います。 

    また、地域全体の介護予防効果の増大を促すため、高齢者や介護者の介護予防に

関する意識の啓発を行います。 

 

２ 包括的支援事業 

介護予防を推進する地域包括支援センターを中心に、介護予防ケアマネジメントを

はじめ、高齢者に対する総合的な相談・支援、ケアマネジャーに対する指導・助言等を

行います。 

地域包括支援センターについては、平成 19 年度に市の直営で１か所を開設しました。 

 (1) 介護予防ケアマネジメント事業 

特定高齢者を対象に介護予防ケアプランを作成するとともに、事業実施の前後に

おいて課題分析や評価を実施し、高齢者が要介護状態になることの予防や状態の

軽減・悪化防止のためのマネジメントを行います。 

 

特定高齢者に対する目標及び実績                   （単位：人、件） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

実人数 450 600 912 80 100 120
目標 

ｹｱﾌﾟﾗﾝ延件数 1,350 1,800 2,736 140 160 180

実人数 40 30 60   
実績 

ｹｱﾌﾟﾗﾝ延件数 160 120 120   

※平成20年度実績は推計値 
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(2) 総合相談支援事業／権利擁護事業 

    地域における様々な関係者とのネットワークを構築しながら、ネットワークを通

じた高齢者の心身の状況や家庭環境等についての実態把握に努め、介護保険サー

ビスに関する情報提供により継続的・専門的な相談支援を行うとともに、権利擁

護など、高齢者への支援を行います。 

  ア 総合相談支援事業 

総合相談の業務は、地域包括支援センターが中心になって行います。地域の高齢

者等の心身の状況及びその家族等の状況など、介護ニーズ等の分析により支援体

制の確保に努めます。 

相談に対しては、本人、家族、地域のネットワーク等を通じ、的確な状況把握等

を行うとともに、専門的・継続的な関与又は緊急の対応が必要な場合には、様々

な関係者との連携により詳細な情報収集を行い、相談内容に即したサービスがで

きるように、関係機関の紹介等により対応していきます。 

また、単身高齢者世帯が急増していることから、地域の在宅介護支援センターと

連携を図り、地域包括支援センターブランチ事業を活用して実態把握を行い、高

齢者の生活支援や地域での見守り活動等につなげていきます。 

 

相談状況                            （単位：件） 

相談状況 平成19年度 平成20年度 

介護保険、その他保健サービスに関する総合相談 592 908

うち高齢者虐待等権利擁護に関すること  62 156
 

うち成年後見制度に関すること  20 24

※平成20年度は平成21年2月末実績 

 

実態把握の実施目標                （単位：件） 

 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

件  数 

(単身高齢者世帯） 
4,030 4,238 4,653 

 

  イ 権利擁護事業 

権利擁護の業務は、地域包括支援センターが中心になって行います。高齢者の方

からの相談に的確に対応できるように、成年後見制度を有効に利用するための情

報提供を行うとともに、制度の推進団体と連携を図り、円滑な事業の推進に努め

ます。 

また、近年、虐待に関する相談が急増していることから、速やかな対応を図るた
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め、地域包括支援センター、地域の在宅介護支援センター、民生委員児童委員な

どによる連携体制の強化に努めます。 

さらに、訪問販売やリフォーム業者などによる消費者被害を未然に防止するため、

消費者行政担当部局と情報交換を行うとともに、民生委員児童委員やケアマネジ

ャー等に情報提供を行っていきます。 

また、高齢者が認知症等で判断能力が不十分となった場合など、茂原市社会福祉

協議会が相談窓口となり地域福祉権利擁護事業を行っていますので、その周知に

努めるとともに、連携強化を図っていきます。なお、平成 21 年 4 月に茂原市社会

福祉協議会内に広域後見支援センターを設置する予定です。 

 

(3) 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

    地域のケアマネジャー等に対する個別相談窓口の設置によるケアプラン作成技術

の指導等、日常的個別指導・相談、地域のケアマネジャーが抱える支援困難事例

への指導助言等、医療機関を含む関係施設やボランティアなど様々な地域におけ

る社会資源との連携・協力体制の整備など包括的・継続的なケア体制づくりを行

います。 

 

 (4) 包括的支援事業実施目標量確保のための方策 

    包括的支援事業の中心的役割を担う地域包括支援センターにおける３専門職種

（主任ケアマネジャー、保健師、社会福祉士）の専門性を高め、連携・協働の体

制を強化していきます。 

    また、地域における高齢者の様々な形での支援を可能とする総合相談支援事業を

行うため、地域の医療関係者、民生委員児童委員、地域包括支援センターの協力

機関である在宅介護支援センター、サービス提供事業所、ケアマネジャー等との

連携を図ります。 

 

３ 任意事業 

介護保険給付の適正化、介護教室の開催・認知症高齢者の見守り・介護用品支給な

ど家族介護に対する支援、成年後見制度利用支援、住宅改修支援、あんしん電話、介護

相談員派遣等の事業に取り組みます。 

 (1) 介護給付等費用適正化事業 

    介護保険の円滑かつ安定的な運営を確保する観点から、パンフレットの配布によ

る制度の周知、提供サービスの検証のための利用者への給付費通知、介護サービス
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事業者協議会の定例会で、良質な事業を展開するうえでの必要な各種情報等を提供

することにより、利用者に適切なサービスを提供できる環境の整備を図るとともに、

介護給付費の適正化を図ります。 
 

パンフレット配布の実施目標 

パンフレット 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

配 布 数 5,000 5,000 
5,000

(第5期計画ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成15,000部)

 
給付費通知の実施目標                     （単位：回、人） 

給付費通知 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

回 数 4 4 4 4 4 4
目標 

対象者 1,700 1,900 2,100 2,500 2,700 2,900

回 数 4 4 4  
実績 

対象者 2,035 2,124 2,300  

※平成20年度実績は推計値 

 

 (2) 家族介護支援事業 

    家族介護教室、認知症高齢者見守り事業、家族介護慰労金支給事業等を通じて家

族介護を支援していきます。 

  ア 家族介護教室 

高齢者を介護する家族等に対し、適切な介護知識・技術を習得することを内容と

する教室を在宅介護支援センター等で開催します。 

 

目標及び実績                         （単位：回、人） 

家族介護教室 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

開催回数 36 36 36 28 28 28
目標 

参加者数 965 1,000 1,035 840 840 840

開催回数 16 17 28  
実績 

参加者数 414 356 530  

※平成20年度実績は推計値 

 

  イ 認知症高齢者見守り事業 

認知症の高齢者が徘徊した際の早期発見・事故防止のため徘徊感知器を貸与し、

家族が安心して介護できる環境を整えます。 
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                           （単位：台） 

徘徊感知器 平成18年度実績 平成19年度実績 平成20年度実績 

利用台数 0 0 1 

※平成20年度実績は平成21年2月末実績 

 

  ウ 家族介護慰労金支給事業 

過去1年介護保険サービスを利用していない、重度の要介護者を在宅で介護して

いる低所得世帯の家族に慰労金を支給し、介護者に経済的な援助を行います。 

 

  エ 家族介護用品支給事業 

在宅で、重度の要介護認定者を介護している低所得世帯の家族に経済的負担の軽

減を図るため、紙おむつなどの介護用品を購入する際、費用の一部を助成します。 

 

目標及び実績                           （単位：人） 

介護用品 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目 標 15 15 15 16 16 16

実 績 16 13 9   

※平成20年度実績は推計値 

 

 (3) その他事業 

住宅改修に関する助言、住宅改修理由書を作成した場合の経費助成、介護相談員

の活動支援、家庭内の事故等による通報に夜間も随時対応できる体制の整備等に

努めていきます。 

  ア 成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度は、認知症高齢者等の判断能力が不十分な者を法律によって保護す

る制度で、地域包括支援センターが在宅介護支援センターや関係機関と連携を図

り、相談窓口の強化とともに経済的な助成をします。 

 

成年後見制度の利用実績               （単位：人） 

市長申立 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

利用者数 1 0 0 

※平成20年度は平成21年2月末実績 
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  イ 住宅改修支援事業 

住宅改修申請に必要となる理由書を、居宅（介護予防）サービス計画を作成して

いるケアマネジャー以外の者が作成した場合に助成します。 

 

目標及び実績                            （単位：件） 

住宅改修支援 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目 標 60 60 60 36 36 36

実 績 8 8 2  

  ※平成20年度実績は推計値 

 

  ウ 介護相談員派遣事業 

介護相談員の派遣は、利用者の声を聞くことにより、日常抱えている疑問、不満

や不安などを解消し、提供されるサービスの質的な向上を図るものです。 

介護相談員は、派遣の申し出のあった介護保険施設などを直接訪問し、サービ

ス利用者とサービス提供事業者の橋渡し役として、利用者の話を事業者側に伝え

ます。事業者側は、利用者の身近な相談にも応じていくことで、サービスの質の

向上を図ります。 

また、介護相談員の派遣は、苦情等に対する事後的な対応や処理ではなく、苦情

等に至る問題を未然に防ぐ役割があります。 

今後は、派遣事業所の拡大や相談業務の充実を図り、介護相談員の活用に努め、

介護保険サービスの質の向上を目指します。 

 

 目標及び実績                         （単位：箇所、回） 

相談員派遣 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

派遣箇所数 7 7 7 6 6 8
目標 

派遣回数 84 84 84 72 72 96

派遣箇所数 6 6 6  
実績 

派遣回数 72 72 72  

※平成20年度実績は推計値 

 

エ あんしん電話事業 

在宅の単身世帯の高齢者や単身世帯の重度身体障害者に対し、緊急時に外部と連

絡のとれる装置を貸し出し、緊急時に備えます。 
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目標及び実績                           （単位：人） 

あんしん電話 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目 標 130 130 130 140 150 160

実 績 105 104 117  

※平成20年度実績は推計値 

 

 (4) 任意事業見込み量確保のための方策 

    高齢者が住み慣れた地域で継続して生活することが可能となる各種支援を行うた

め、関係機関と連携の下、周知・啓蒙を図ります。 

 

４ 地域支援事業に要する費用額の推計  

                                   （単位：千円） 

事 業 名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

介護予防事業費用額 81,953 87,295 91,986 

包括的支援事業費用額 44,832 47,754 50,320 

任意事業費用額  7,069 7,530 7,935 

地域支援事業費用額合計 133,854 142,579 150,241 
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第４節 高齢者福祉サービス 

 

介護保険の要支援・要介護の認定に該当しなくても日常生活の自立度が低く、手助

けや見守りなどを必要とする高齢者を対象として、生活支援型のサービスを充実させ、

日常生活を支援していきます。さらに、ひとり暮らしや介護を要する高齢者等を家庭

内に持つ家族に対しても支援していきます。 
 

＜施策の体系＞ 

 

高齢者福祉サービス      在宅サービス 

  在宅介護支援センター 
  家族介護支援 
  多様な住まい 

  認知症高齢者への支援 

 

１ 在宅サービス 

(1) 食事サービス 

在宅で体力に衰えのある単身高齢者世帯及び高齢者夫婦世帯を対象として、地区

ボランティアの協力により、月３回（7、8月を除く）食事を届けています。良質な

食事の提供と併せて安否確認や、状態把握などを行う重要な役割を担っています。 

 

見込及び実績                           （単位：人） 

食事サービス 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

見 込 250 250 250 240 280 320

実 績 214 178 200  

  ※平成20年度実績は推計値                       資料：社会福祉協議会 

 

(2) 訪問理髪サービス 

在宅で 6 ヶ月以上寝たきりの高齢者や寝たきりの重度身体障害者の方に訪問理髪

サービスを年 4 回実施しています。本人及び介護者の精神的、経済的負担の軽減を

図るため、利用料金の一部を助成し、在宅での介護を支援します。 
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見込及び実績                        （単位：人） 

訪問理髪 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

見 込 40 40 40 30 30 30

実 績 23 16 17  

※平成20年度実績は推計値                    資料：社会福祉協議会 

 

２ 在宅介護支援センター 

地域の在宅介護支援センターは、主として居宅において介護を受ける高齢者及び介

護する方に、必要な情報の提供、相談並びに高齢者福祉の向上を目的とする事業を行う

者等との連絡調整や援助を総合的に行うことを目的としています。 

特に、介護知識、介護技術の習得などの介護に関する講座を開設するなど、地域の

家族介護に対する支援を行うとともに、高齢者が住み慣れた地域で健康でいきいきと暮

らせるよう戸別に訪問し、必要な援助等を行います。 

また、地域包括支援センターが設立され、同センターの協力機関として、より地域

の身近な相談窓口（ブランチ）としての役割を果たします。 

在宅介護支援センターの相談実績は、次のとおりです。 

 

在宅介護支援センターの利用状況          

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

相談件数    (件) 1,761 2,280 1,702 

施設数   (箇所) 7 7 7 

  ※平成20年度は平成20年12月末実績 

 

３ 家族介護支援 
(1) 紙おむつの支給 

在宅で、寝たきりの高齢者や寝たきりの重度身体障害者を介護している家族の経

済的負担の軽減を図るため、市及び茂原市社会福祉協議会において、紙おむつの支

給を行っています。 
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見込及び実績                            （単位：人） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

利用者総数 

見込 760 770 780 690 700 710

実績 717 695 669  

紙おむつ 

見込 730 740 750 650 660 670

実績 672 654 628  

防水シーツ 

見込 320 330 340 280 290 300

実績 285 284 262  

尿取パット 

見込 690 700 710 600 610 620

実績 616 610 555  

※平成20年度は推計値                        資料：社会福祉協議会 

 

 (2) 低所得者に対する利用者負担の軽減等 

ア 訪問介護利用料の免除 

障害者自立支援法に基づくホームヘルプサービスにおいて、負担額が無料の生活

保護受給者の方などが訪問介護サービスなどを利用する際は、利用料を軽減及び免

除します。 

利用状況                              （単位：人） 

訪問介護 平成18年度 平成19年度 平成20年度

経過措置対象者 26 19 19
利用者数 

制度移行措置対象者 0 0 0

※経過措置は平成20年6月末で廃止、平成20年度は平成21年2月末実績 

 

イ 介護保険サービス利用料の軽減 

低所得者で、特に生計が困難な要介護者が、社会福祉法人の行う介護保険サー

ビスを利用した場合、利用料を軽減します。 

目標及び実績                              （単位：人） 

軽減事業 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

目 標 5 10 15 5 7 9

実 績 0 2 3  

※平成20年度は平成21年2月末実績 

４ 多様な住まい 

高齢者の増加や居住環境の変化に伴い、その人にあった住まいや介護を受けながら

住み続けられる住まいなど、多様性を持った住まいが求められています。 
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(1) ケアハウス 

ケアハウスは、高齢者の自立した生活の確保に配慮した軽費老人ホームの一種で、

食事、入浴、緊急時の対応などのサービスが提供されます。 

対象となるのは、自炊ができない程度の身体機能の低下や、高齢などのために独

立して生活するには不安がある方で、家族による援助を受けることが困難な 60 歳

以上の方です。現在、3施設、60床が整備されています。 

 

(2) 養護老人ホーム 

養護老人ホームは、環境上及び経済的な理由により、在宅における生活が困難な、

概ね 65 歳以上の高齢者を養護する施設です。現在、1 施設、90 床が整備されてい 

ます。 

また、平成 18 年 4 月からは、介護保険の特定施設入居者生活介護の利用が可能

になりました。 

 

入所状況                       （単位：人） 

養護老人ホーム 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

入所者数 39 39 38 

※平成20年度は平成21年2月末実績 

 

 (3) 有料老人ホーム 

有料老人ホームは、民間事業者が主体となって設置・運営している施設です。  

サービス内容は施設によって異なり、一般的には食事、健康管理、レクリエーショ

ンなどのサービスが提供されます。 

また、介護保険の特定施設入居者生活介護の利用ができる施設もあります。現在、

市内に2施設、95床が整備されています。 

 

５ 認知症高齢者への支援 

要介護認定を受ける際の認定調査票において、多くの被保険者に何らかの認知症が

確認されています。高齢化が進む中で認知症高齢者は今後も増加が見込まれ、認知症へ

の対策が重要となります。 

このため、地域密着型サービスである認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生

活介護の提供により、在宅での生活を続けていくことができるように支援体制の整備を

図っていきます。 
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認知症高齢者が徘徊した場合に関係機関との連携による早期発見に努め、家族が安

心して介護できる環境の整備に努めます。 

また、いつでも気軽に相談できる窓口として、地域包括支援センター及び地域在宅

介護支援センターの相談体制の強化に努めます。 

さらに、認知症を理解し、本人やその家族を見守る「認知症サポーター」の養成を

行っていきます。 

 

第５節 社会参加・生きがい対策 

 

高齢者の社会参加・生きがい対策では、特に家庭や地域社会で高齢者の能力や経験

が発揮できる場づくりが重要となります。そこで、同年齢、異年齢の人々との交流や自

主活動への支援を行っていきます。 

 

＜施策の体系＞ 

 

社会参加・生きがい対策  交流活動の充実 

自主活動への支援 

敬老事業 

就労事業 

 

１ 交流活動の充実 

高齢者が楽しく元気に暮らしていくためには、同世代や若い世代など、幅広く多く

の人々との交流を持つことが重要です。 

同世代との交流としては、老人福祉センターや地域福祉センター等の利用と仲間づ

くり、若い世代との交流としては、学校行事の参加や保育所への招待がその主な内容と

なります。また、こうした交流活動の活性化のため、本市では、学校開放や催し物、ク

ラブ活動などの場の提供を積極的に行っていきます。 

 

(1) 老人福祉センター 

本市の老人福祉センターは、総合市民センターと豊岡福祉センターが整備されて

おり、地域の高齢者の健康保持と生きがい活動のため、各種の相談に応ずるほか、

カラオケや各種クラブ活動といった趣味や教養などに関する様々な活動の場として

提供されています。 
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利用状況               （単位：人） 

 平成18年度 平成19年度 

総合市民センター 86,800 84,073 

豊岡福祉センター 5,424 7,231 

総利用人数 92,224 91,304 

資料：社会福祉協議会 

 

(2) 地域福祉センター 

地域福祉センターは、市内６ヶ所に設置され、多くの方に利用されています。 

地域ぐるみ福祉ネットワーク事業の推進を図るため、地域福祉センターの運営を

茂原市社会福祉協議会で行っています。 

今後も地域の高齢者の連携や文化、教養、福祉の向上を図る場として、提供をし

ていきます。 

 

利用状況                    （単位：人） 

地域福祉センター 平成18年度 平成19年度 

総合市民センター 20,004 14,754 

二宮福祉センター  6,834  7,449 

豊田福祉センター 13,206 13,899 

五郷福祉センター 11,621 11,195 

豊岡福祉センター  7,595  5,055 

東郷福祉センター 16,518 17,958 

総利用人数 75,778 70,310 

資料：社会福祉協議会 

 

(3) 老人いこいの家 

老人いこいの家は、茂原公園内に整備されており、高齢者が生きがいを持った

日々を過ごすため、教養や趣味活動の場として提供していきます。 

 

利用状況 

老人いこいの家 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

団体数        91   106 97 

延利用人数  939 1,102 1,894 

※平成20年度は平成21年1月末実績 
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(4) 子ども達との交流 

高齢者と子供達との交流を深めるため、保育所や小学校、中学校の運動会や交流

会などに招待したり、高齢者の知識や体験の伝承を行う機会をつくります。 

また、小学校、中学校においては介護保険施設への訪問等のボランティア活動に

も取り組んでいます。今後も、こうした学校教育等の場における福祉教育の推進に

努めます。 

 

(5) 学習意欲の充実 

ア 生涯学習 

市民一人ひとりが自己の向上と、より充実した生活を送るためには、学校での

教育とともに、生涯のいつの時点でも、自由に学習機会を選択して学ぶことが必

要となります。 

こうした学習活動を行うことは、健康な身体や生きがいを育み、人間の尊厳を

高め、学ぶ喜びを深めることにもつながっていきます。そして、意欲のある高齢

者の社会参加促進につながるような学習機会の提供も必要となってきます。 

そこで、高齢者や壮年の方が、健康保持や生活上の安全に関する習慣や態度を

養うこと、趣味を広げて生きがいを見出すこと、職業人として培った専門性を職

業活動の継続や地域活動への参加に生かすこと、自分の生き方・役割を認識して

積極的に若い世代と交流すること、地域の中で知恵や技術を生かした文化の伝承

に努めることなどができるような学習プログラムを開発して、学習機会の充実を

図ります。 

また、こうした学習機会に関する情報提供体制を充実させることも必要となり

ます。そのため、広報や情報誌等の従来の情報提供方法を充実させ、コンピュー

ターやマルチメディアを活用した情報提供システムの構築に努め、千葉県や近隣

市町村等の生涯学習施設との連携を図るとともに、気軽に相談できる体制の整備

にも努めます。 

 

イ 生涯大学校 

社会環境の変化にはめまぐるしいものがありますが、高齢者の方もできるだけこ

の変化に順応し、心豊かで生きがいのある生活を営むことが大きな課題となって

います。 

平成11年4月に、より身近に学習の機会が得られる場として、千葉県により生

涯大学校「外房学園」が本市に開校しました。生涯大学校は、60 歳以上の方々が
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恵まれた学習環境の中で、新しい知識を身につけ、広く仲間づくりを図るととも

に、学習の成果を地域活動で役立てるなど、社会参加による生きがいの高揚に資

することを目的としています。市としては、生涯大学校の啓蒙に努めてまいりま

す。 

外房学園の定員数（平成20年度一般過程（通学2年制)）    （単位：人） 

外房学園 福祉科 生活科 園芸科 陶芸科 

定 員  70 30 70 25 

 

ウ 市民カレッジ等との連携 

市の生涯学習課では、一般成人向けに市民カレッジ等を実施していますが、こ

の中で、高齢社会に対応し、介護や福祉、健康などをテーマとした講座の企画が

あります。 

また、市職員が講師となり地域に出向いて説明を行う「出前講座」を開催して

います。このメニューの中に「介護保険制度に関すること」、「認知症サポータ

ー養成講座」があります。 

こうした広く市民に対して高齢社会の問題や制度の学習の機会を提供する際に

は、市の介護、福祉、保健等の担当課が協力し、連携していきます。 

 

２ 自主活動への支援 

(1) 長寿クラブ連合会活動への支援 

長寿クラブは、社会奉仕活動や健康づくり、趣味、教養など様々な活動を通して

生きがいを高めることを目的として、地域の高齢者により自主的に組織、運営され

ている団体です。市では、地域の単位長寿クラブ及び長寿クラブ連合会の活動の支

援を行っています。 

また、会報の発行及び会員、クラブ間の交流を深め、会員数の増加や組織の拡充

に努めています。さらに、魅力あるクラブづくりを進めるための活動を支援します。 

 
長寿クラブの会員数 

長寿クラブ 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

団体数     76   72 70 

会員数  3,189 2,952 2,769 

 

(2) 生涯スポーツ 

高齢者が健康を保つためには、日頃の健康管理が大切です。規則正しく生活をす
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るとともに、適度に身体を動かし、楽しく汗を流すことが必要となります。 

長寿クラブでは、ゲートボールやグラウンドゴルフ等のシニアスポーツが行われ

ていますが、より多くの高齢者が様々なスポーツを行えるよう、運動施設の確保や

各種軽スポーツの普及に努めます。 

 

３ 敬老事業 

多年にわたり社会に貢献し、また、人生経験豊かな高齢者を敬愛することは、国民

として大切なことです。また、長寿は喜ばしいこととして、古来から節目毎にお祝いを

してきました。市及び社会福祉協議会では、敬老事業として、高齢者を対象として長寿

祝金・記念品を支給しています。 

敬老事業の状況                 （単位：人） 

敬老事業 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

88歳 226 232 264 

99歳  13  14  10 長寿祝金の支給 

100歳以上  11  19  21 

金婚式夫婦(人) 166 156 131 
記念品の支給 

米寿者 226 232 264 

資料：社会福祉協議会、介護保険課 

 

４ 就労事業 

社団法人茂原市シルバー人材センターは、市内居住の定年退職者等の高齢者の希望

に応じた臨時的かつ短期的な就業機会を組織的に提供し、高齢者の生きがいの充実、社

会参加を推進し、能力を生かした活力ある地域づくりに寄与することを目的に、平成 3

年10月に設立されました。 

高齢者に対して就労の場を提供することは、高齢者の働く意欲を満足させるととも

に、高齢者の持っている経験や知識を有効に活用することにもなります。高齢者が就業

できる場の確保や仕事を通した社会参加を進めるうえで、シルバー人材センターの果た

す役割は意義が広く、今後とも一層センターの活動が活発に行われるように支援すると

ともに、事業内容の普及啓発活動、会員の増強に努め、就業の向上を図るよう指導しま

す。 

活動状況                                               （単位：人） 

シルバー人材センター 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

会員数    294    281 322 

就業延人数 26,532 26,725 25,229 

※平成20年度は平成21年1月末実績         資料：茂原市シルバー人材センター 
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第２章 介護保険対象サービスの現状と見込量 
 

介護保険制度のもとでは、保険給付の対象として、大きく分けて、居宅サービス、

地域密着型サービス、居宅介護支援及び施設サービスが提供されています。さらに、要

介護者は介護給付、要支援者は予防給付が支給されます。ここでは、保険料算定の基礎

となる介護保険対象サービスについて、その現状と見込量を推計します。 

 

 

第１節 平成26年度における高齢者介護の姿とサービスの目標 

 

  第４期介護保険事業計画は、平成 26 年度の高齢者介護の姿を念頭に置いた長期的な

目標のもとに、明るく活力のある高齢社会の構築を視点としつつ、そこに至る中間段階

の位置付けとなります。 

  具体的には、国の参酌標準を基に定めることとなり、平成 26 年度において、介護保

険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び地域密着型介

護老人福祉施設）並びに介護専用の居住系サービス（認知症対応型共同生活介護及び介

護専用型の特定施設入居者生活介護）の利用者は、要介護２以上の認定者に対して

37％以下とし、さらに、介護保険施設の利用者における要介護４以上の者の割合が

70％以上とすることを目標とします。 

  

 

第２節 介護保険対象サービスの基本的な考え方 

 

保険給付の円滑な実施を行うために、介護保険対象サービスの需要を把握した上で、

利用者本位のサービスが提供される体制を確保するとともに、介護保険対象サービスが、

利用者の人格の尊厳及び選択の自由を尊重して提供されるようにすることを目指します。 

 

１ 前計画の分析評価 

第３期介護保険事業計画における介護保険対象サービスの見込量に対する実績に

ついては、訪問介護、通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型共同生活

介護、福祉用具貸与、介護老人保健施設及び介護療養型医療施設が計画の見込量を

上回りましたが、計画全体では見込量の範囲内となりました。 

新たに創設された介護予防サービスについては、要支援者の人数を多く見込んだ
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ため、見込量に対する実績は大きく下回ることとなりました。また、地域密着型サ

ービスについては、小規模多機能型居宅介護は新規参入する事業者が無く、実績は

ありませんでした。認知症対応型共同生活介護は、長生郡市の特例により、見込量

を上回る実績となりました。 

第３期介護保険事業計画における人口総数は横ばいに推移していますが、高齢者

人口の増加とともに、認定者は年々増加しています。 

 
２ 介護保険対象サービスの種類ごとの量の見込みの考え方 
  介護保険対象サービスの種類ごとの量の見込みについては、サービス量の水準が保

険料率の水準にも影響を与えることに配慮するとともに、本計画の基本理念に沿っ

て、要介護者等が自らの能力に応じて、自立した日常生活を営むことができるよう

考慮しました。 
具体的には、これまでの給付実績の伸び率等に基づき、高齢者人口、要介護認定

率の動向等を加味して見込みました。また、認知症対応型共同生活介護及び介護老

人保健施設の見込みについては、サービスの提供を確保する必要があることから、

それぞれの今後の施設整備状況を考慮しました。 
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第３節 居宅サービス 

 

＜施策の体系＞ 

介護保険の給付対象となる居宅サービスには、下記のサービスがあります。 
  居宅サービス 

    訪問介護／介護予防訪問介護 

        訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護 

        訪問看護／介護予防訪問看護 

        訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーション 

        居宅療養管理指導／介護予防居宅療養管理指導 

        通所介護／介護予防通所介護 

        通所リハビリテーション／介護予防通所リハビリテーション 

        短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護 

        短期入所療養介護／介護予防短期入所療養介護 

        特定施設入居者生活介護／介護予防特定施設入居者生活介護 

        福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与 

        特定福祉用具販売／特定介護予防福祉用具販売 

        居宅介護住宅改修／介護予防住宅改修 

 
ここでは、居宅サービスの種類ごとに介護給付・予防給付別の現状及び見込量を示

します。最後に確保のための方策を示します。 

 
１ 訪問介護（ホームヘルプサービス）／介護予防訪問介護 

訪問介護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、居宅に訪

問介護員等が訪問し、入浴、排せつ、食事等の介助（身体介護）を行ったり、要介護者

が一人暮らし又は家族等が障害、疾病等のため家事を行うことが困難な場合に、これを

受けなければ日常生活を営むのに支障が生ずる、調理、洗濯、掃除等の家事の援助（生

活援助）を行うサービスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に訪問介護事業所及び介護予防訪問介護事業所は

25事業所あります。 
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高齢者人口の増加による要介護者等の増加のなかで、訪問介護は居宅サービスの

根幹をなすサービスとなっています。 
このため、利用者が適切で質の高いサービスの提供を受けられる体制を構築する

ことが課題となります。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

訪問介護（回／年） 

見込量 ８２，２４０ ８３，１６８ ８６，４１１ １５４，３５０ １６６，８９８ １８１，３８３

実績値 １３６，６８０ １４４，８８８ １４６，４２４  

介護予防訪問介護（人／年） 

見込量 ２，６９１ ２，７３３ ２，８２５ １，７４５ １，９６５ ２，２３４

実績値 １，２６０ １，４６４ １，５６４  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 
２ 訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護 

訪問入浴介護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、居

宅に移動入浴車を派遣し浴槽等を運んで、居宅における入浴の援助を行うサービスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に訪問入浴介護事業所及び介護予防訪問入浴介護

事業所は2事業所あります。 
訪問入浴介護サービスの利用者の多くは要介護4・5の重度者となっています。 
このため、今後、増加する要介護者等のなかでも、重度者における在宅ケアのニ

ーズに対応するためには、利用者の身体の清潔保持と心身機能の維持等を図る当該

サービスの位置付けは重要であり、安定したサービスの供給が課題となります。 
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現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

訪問入浴介護（回／年） 

見込量 ７，０７５ ７，２８８ ７，６６８ ８，２７３ ８，９８１ ９，８５２

実績値 ５，２６８ ６，７０８ ７，９２３  

介護予防訪問入浴介護（人／年） 

見込量 １２３ １３２ １４３ ０ ０ ０

実績値 ０ ０ ０  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 
３ 訪問看護／介護予防訪問看護 

訪問看護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、居宅に

看護師等が訪問し、療養生活の支援を行うサービスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 
   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に訪問看護事業所及び介護予防訪問看護事業所は

2事業所あります。 
訪問看護サービスの利用者の多くは、要介護３以上の中重度者となっています。 
このため、今後、在宅療養を希望する要介護者等が増加するなかで、利用者の身

体状況に応じた質の高い療養環境の構築やターミナルケアの充実などの在宅療養の

ニーズに対応するためには、医療と介護の機能分化、連携の強化を図り、必要な方

に着実にサービスが提供される体制を構築することが課題となります。 
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現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

訪問看護（回／年） 

見込量 ８，８７４ ９，０９８ １０，００６ ６，９８９ ７，５４６ ８，２０９

実績値 ８，０４０ ７，６６８ ６，６８５  

介護予防訪問看護（人／年） 

見込量 １７９ ２０１ ２２５ ３６ ４２ ４９

実績値 ２４ ２４ ３２  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

４ 訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーション 

訪問リハビリテーションは、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができ

るよう、利用者の居宅において、理学療法、作業療法、その他必要なリハビリテーショ

ンを行うサービスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 
   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に訪問リハビリテーション事業所及び介護予防訪

問リハビリテーション事業所は38事業所あります。 
訪問リハビリテーションは、特に、退院（退所）直後もしくは生活機能低下時の

集中的なサービス提供に効果が高いとされています。 
このため、医療と介護の機能分化・連携を強化するとともに、利用者のニーズに

あった訪問リハビリテーション提供体制を構築することが課題となります。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

訪問リハビリテーション（日／年） 

見込量 ２，９１５ ３，０２４ ３，２４８ ３，３６９ ３，６７１ ４，０３０

実績値 ２，７１２ ３，０３６ ３，２２９  

介護予防訪問リハビリテーション（人／年） 

見込量 ９４ ９８ １０４ ３０ ３５ ４０

実績値 ０ ３６ ２７  
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※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

５ 居宅療養管理指導／介護予防居宅療養管理指導 

居宅療養管理指導は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、

通院が困難な利用者の居宅に、医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、又は管理栄養士

が訪問して療養上の管理及び指導を行うサービスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 
   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に居宅療養管理指導事業所及び介護予防居宅療養

管理指導事業所は154事業所あります。 
居宅で療養している要介護者等は増加傾向にあり、利用者及びその家族の療養上

の不安や悩み等を解決することや、服薬管理の指導など円滑に療養生活を送るため

の指導は、今後ますます重要となってきます。 
このため、居宅療養管理指導においても、ケアマネジャーをはじめ、医師、薬剤

師、看護職員等が協働して対応していく体制を構築することが課題となります。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

居宅療養管理指導（人／年） 

見込量 ６０９ ６５１ ７２９ ７５８ ７８４ ８１０

実績値 ５５２ ６３６ ７３３  

介護予防居宅療養管理指導（人／年） 

見込量 ６９ ７２ ７６ ２１ ２２ ２３

実績値 ２４ ２０ ２０  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

６ 通所介護（デイサービス）／介護予防通所介護 

通所介護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、デイサ

ービス事業所において、機能訓練、その他の日常生活上の世話及び心身の機能の維持並

びに利用者の家族の身体的・精神的負担の軽減を図るサービスです。 
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また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 
   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に通所介護事業所及び介護予防通所介護事業所は

21事業所あります。 
   高齢者人口の増加による要介護者等の増加のなかで、通所介護は居宅サービスの根

幹をなすサービスとなっています。 
このため、利用者が適切で質の高いサービスの提供を受けられる体制を構築する

こと及び療養を必要とする重度者へのニーズに対応することが課題となります。 
 
現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

通所介護（回／年） 

見込量 ３８，９２０ ４１，４２５ ４２，３５９ ７５，５７８ ８３，６７７ ９３，３３９

実績値 ５８，９６８ ６４，０６８ ６６，４２０  

介護予防通所介護（人／年） 

見込量 １，５７１ １，７３２ １，９２１ １，１２６ １，３３７ １，６０３

実績値 ７３２ ８５２ ９５６  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 
７ 通所リハビリテーション（デイケア）／介護予防通所リハビリテーション 

通所リハビリテーションは、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができ

るよう、介護老人保健施設、病院、診療所等において、理学療法、作業療法、その他必

要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を図るサー

ビスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 
   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に通所リハビリテーション事業所及び介護予防通

所リハビリテーション事業所は2事業所あります。 
通所リハビリテーションは利用希望の高いサービスであり、要介護者等の増加に

伴い今後も需要が増大することが予測されます。 
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 今後は、医療保険と介護保険のリハビリテーションの役割分担に則り、医療保険

のリハビリテーションの受け皿としての機能を強化し、医療から介護へ円滑に移行

できる体制を整備することが課題となります。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

通所リハビリテーション（回／年） 

見込量 １７，１１４ １７，１０９ １７，０３６ ２２，４２０ ２４，２１３ ２６，２４３

実績値 １８，３７２ １９，５４８ ２１，１００  

介護予防通所リハビリテーション（人／年） 

見込量 ５３１ ６０４ ６８０ ２９５ ３４６ ４１０

実績値 ４８ １９２ ２５４  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

８ 短期入所生活介護（ショートステイ）／介護予防短期入所生活介護 

短期入所生活介護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、

特別養護老人ホーム等に短期間入所し、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活

上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の家

族の身体的・精神的負担の軽減を図るサービスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 

 平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に短期入所生活介護事業所及び介護予防短期入所

生活介護事業所は7事業所あります。 
   短期入所生活介護は、利用者数及び利用日数が増加している傾向にあります。 
   このため、今後、重度となった要介護者等が在宅生活を継続できるよう、短期入所

サービスを充実させるとともに質の高いサービスの提供を受けられる体制を構築す

ることが課題となります。 
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現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

短期入所生活介護（日／年） 

見込量 １８，４８１ ２０，５３２ ２２，８４２ ２１，５６４ ２３，６３２ ２６，１４８

実績値 １７，５５６ ２０，４００ ２０，５６３  

介護予防短期入所生活介護（日／年） 

見込量 １，８３６ ２，５４６ ３，４３４ １４０ １８０ ２３１

実績値 １０８ １４４ １０９  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の利用日数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

９ 短期入所療養介護（ショートステイ）／介護予防短期入所療養介護 

短期入所療養介護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、

老人保健施設等に入所し、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要

な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、療養生活の質の向上及び利用者の家

族の身体的及び精神的負担の軽減を図るサービスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 
   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に短期入所療養介護事業所及び介護予防短期入所

療養介護事業所は3事業所あります。 
   短期入所療養介護は、医療ニーズのある利用者及びその家族にとって在宅生活を継

続するためには有用なサービスとなっています。 
   このため、今後、短期入所サービスを充実させ、リハビリテーション機能の強化を

図るとともに緊急時の利用など柔軟な対応ができる体制を構築することが課題とな

ります。 
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現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

短期入所療養介護（日／年） 

見込量 ３，３４９ ３，６８３ ３，７７３ ３，２０４ ３，５３６ ３，９５７

実績値 ２，３５２ ２，７６０ ３，１３０  

介護予防短期入所療養介護（日／年） 

見込量 ２４１ ２５７ ２７６ ０ ０ ０

実績値 ０ ０ ０  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の利用日数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

10  特定施設入居者生活介護／介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設入居者生活介護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができ

るよう、特定施設において、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、

機能訓練及び療養上の世話を行うサービスです。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 

 平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に特定施設入居者生活介護事業所及び介護予防特

定施設入居者生活介護事業所は3事業所あります。 
特定施設入居者生活介護の利用者は増加傾向にあり、特定施設の利用者の多くは

病院や老人保健施設からの入居者であり一定の医療ニーズが存在します。 
このため、医療ニーズを持つ中重度の要介護者等の利用増大に対応するために、

医療と介護の連携体制等の構築が課題となります。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

特定施設入居者生活介護（人／月） 

見込量 ４７ ５２ ５７ ５２ ５２ ５２

実績値 ３６ ５２ ５２  

介護予防特定施設入居者生活介護（人／月） 

見込量 ４３ ４３ ４３ ６ ６ ６

実績値 １ ６ ６  
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※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

11  福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与 

福祉用具貸与は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、心

身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえた適切な福祉用具を貸与することに

より、日常生活上の便宜を図り，機能訓練を行うとともに、利用者を介護する者の負担

の軽減を図るサービスです。貸与の対象となる用具は車いす、車いす付属品、特殊寝台、

特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、手すり、スロープ、歩行器、歩行補助

つえ、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフトの12種目が対象となります。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
  【現状及び計画年度の見込み】 

 平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に福祉用具貸与事業所及び介護予防福祉用具貸与

事業所は7事業所あります。 
  福祉用具は、その特性と利用者の心身の状況を踏まえた必要性の十分な検討を経る

ことなく選定した場合、利用者の自立支援が大きく阻害されるおそれがあります。 
このため、利用者が適切で質の高いサービスの提供を受けられる体制を構築する

ことが課題となります。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

福祉用具貸与（人／年） 

見込量 ６，６９２ ６，９５３ ７，２７４ ７，４３０ ８，０１３ ８，７９２

実績値 ７，４６４ ７，３８０ ７，１４２  

介護予防福祉用具貸与（人／年） 

見込量 ９１８ ９６８ １，０３４ ３１９ ３６８ ４２９

実績値 １５６ ２１６ ２８０  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

12 特定福祉用具販売／特定介護予防福祉用具販売 

特定福祉用具販売は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、
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心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえた適切な福祉用具を販売すること

により、日常生活上の便宜を図り，機能訓練を行うとともに、利用者を介護する者の負

担の軽減を図るサービスです。販売対象になっているのは、貸与になじまない腰掛便座、

特殊尿器、入浴補助用具、簡易浴槽、移動用リフトのつり具の部分の 5 種目がありま

す。 
また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防

する観点から、サービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
【現状及び計画年度の見込み】 

 平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に特定福祉用具販売事業所及び特定介護予防福祉

用具販売事業所は5事業所あります。特定福祉用具の内訳は、次のとおりです。 
 

   特定福祉用具販売の内訳      （単位：件／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  福祉用具は、その特性と利用者の心身の状況を踏まえた必要性の十分な検討を経る

ことなく選定した場合、利用者の自立支援が大きく阻害されるおそれがあります。 
このため、利用者が適切で質の高いサービスの提供を受けられる体制を構築する

ことが課題となります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績 
 

平成18 年度 平成19 年度 

福祉用具販売 ３３３ ３４９ 

腰掛便座 １１７ １２３ 

特殊尿器 ０ １ 

入浴補助用具 ２１５ ２２４ 

簡易浴槽 ０ ０ 

内 

訳 

移動用リフトのつ

り具の部分 
１ １ 
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現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

特定福祉用具販売（人／年） 

見込量 ３４３ ３８５ ４３２ ３１６ ３２７ ３３８

実績値 ２２１ ２６０ ３０６  

特定介護予防福祉用具販売（人／年） 

見込量 ２５ ３０ ３５ ３９ ４０ ４１

実績値 ２８ ３４ ３７  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 

13 居宅介護住宅改修／介護予防住宅改修 

居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給は、要介護者（要支援者）が居住する住宅

について、心身の状況に応じた生活環境を整えるため、必要と認められる改修を行うも

のです。手すりの取付け、段差の解消、滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は

通路面の材料の変更、引き戸等への扉の取替え、洋式便器等への便器の取替えなどが対

象となります。 
【現状及び計画年度の見込み】 
住宅改修の内訳は、次のとおりです。 

 

   住宅改修の内訳             （単位：件／年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  介護保険制度の浸透、要介護者等の増加等により需要が増加することが予測されま

すが、供給の不足は発生しないものと考えられます。 
利用者の疾患や心身の状況に応じた生活環境を整えるため、適切で効果的な住宅

改修の促進を図る働きかけが課題となります。 

実績  

平成18 年度 平成19 年度 

住宅改修 ２７１ ２８７ 

手すりの取付け １６０ １７７ 

段差の解消 ７０ ７１ 

床又は通路面の材料の

変更 
１２ １２ 

扉の取替え ２１ １６ 

内 

訳 

便器の取替え ８ １１ 
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現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

居宅介護住宅改修（人／年） 

見込量 ２３０ ２５０ ２７０ ２１５ ２２３ ２３０

実績値 １５４ １７９ ２０８  

介護予防住宅改修（人／年） 

見込量 ２５ ３０ ３５ ４１ ４２ ４３

実績値 ２３ ３５ ３９  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 
 
＜見込量確保のための方策＞ 

  要介護認定者数や介護保険給付状況など介護保険に関わる様々な情報を積極的に公

開し、民間事業者による新規参入や事業展開の拡大を促進します。 

  また、県と連携し、既存事業者の質の向上に努めます。 

 

 

第４節 地域密着型サービス 

  

＜施策の体系＞ 

介護保険の給付対象となるサービスには、下記の6種類があります。 
地域密着型サービス 
      夜間対応型訪問介護 
      認知症対応型通所介護／介護予防認知症対応型通所介護 
      小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護 
      認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護 
      地域密着型特定施設入居者生活介護 
      地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 
ここでは、地域密着型サービスの種類ごとに介護給付・予防給付別の現状及び見込

量を示します。最後に確保のための方策を示します。 
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１ 夜間対応型訪問介護 
  夜間対応型訪問介護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、

夜間の定期的な巡回訪問又は通報により、居宅を訪問して、排せつの介護、日常生活上

の緊急時の対応を行い、夜間においても安心して居宅で生活できるように援助を行うサ

ービスです。 
【現状及び計画年度の見込み】 
平成20年12月1日現在、市内に夜間対応型訪問介護事業所はありません。 

  本市の実情やサービス事業者の動向を踏まえ、第４期計画におけるサービス利用は見

込みません。 
 

２ 認知症対応型通所介護／介護予防認知症対応型通所介護 
認知症対応型通所介護は、認知症の要介護者に対し、自立した日常生活を営むこと

ができるよう、デイサービス事業所において、機能訓練、その他日常生活上の世話及び

心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的・精神的負担の軽減を図るサービスです。 
  また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防す

る観点からサービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成 20 年 12 月 1 日現在、認知症対応型通所介護事業所及び介護予防認知症対応

型通所介護事業所は4事業所あります。 
   認知症の要介護者の増加等を踏まえ、介護が必要な状態になっても住み慣れた地域

での生活を継続できるように、日常生活圏域ごとに整備することを目標とします。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

認知症対応型通所介護（回／年） 

見込量 １１，４９１ １１，６３３ １１，８７５ ９，２１１ １０，００３ １０，９３３

実績値 ４，２８４ ５，７８４ ８，７１４  

介護予防認知症対応型通所介護（回／年） 

見込量 １，７９４ ３，２８０ ５，２７３ ０ ０ ０

実績値 ０ ０ ０  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の利用回数 

※平成20年度実績値は推計値 
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３ 小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護 
小規模多機能型居宅介護は、要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができ

るよう、居宅または小規模多機能型居宅介護事業所において、通いを中心に訪問または

泊まりを組み合わせ、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等

の介護、その他の日常生活上の世話や機能訓練を行うサービスです。 
  また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防す

る観点からサービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に小規模多機能型居宅介護事業所及び介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所はありません。 
   本市の実情やサービス事業者の動向を踏まえ、第４期計画におけるサービス利用は

見込みませんが、サービスの連続性、総合性を備えており、住み慣れた地域での生

活を継続するために必要なサービスと位置付け、日常生活圏域ごとに整備すること

を目標とします。 
現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

小規模多機能型居宅介護（人／年） 

見込量 ０ ５８２ １，１７６ ０ ０ ０

実績値 ０ ０ ０  

介護予防小規模多機能型居宅介護（人／年） 

見込量 ０ ２３ ４７ ０ ０ ０

実績値 ０ ０ ０  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 
４ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）／ 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護は、認知症の要介護者に対し、自立した日常生活を営む

ことができるよう、共同生活をするための住居において、家庭的な環境と地域住民との

交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話や機能訓練を行

うサービスです。 
  また、要支援者には、生活機能の維持・改善を図り、要介護状態になることを予防す

る観点からサービス内容・提供方法等が異なる内容で提供されます。 
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【現状及び計画年度の見込み】 
   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に認知症対応型共同生活介護事業所及び介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所は 6 事業所あり、利用定員は 89 人となっており、

第４期計画期間中においては、19人の定員増を見込んでいます。 
   今後も増加が見込まれる認知症の要介護者等に対する居住系サービスの主流として

位置づけ、日常生活圏域ごとに整備することを目標とします。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

認知症対応型共同生活介護（人／月） 

見込量 ６６ ７４ ８０ １１６ １２５ １２５

実績値 ８１ ９１ １０６  

介護予防認知症対応型共同生活介護（人／月） 

見込量 ０ ０ ０ ０ ０ ０

実績値 ０ ０ ０  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

※長生郡内事業所への特例入所者分含む 

 

５ 地域密着型特定施設入居者生活介護 
地域密着型特定施設入居者生活介護は、入居定員が 29 人以下で介護専用型の特定施

設に入居している要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、特定施

設において、入浴、排せつ、食事等の介護、その他日常生活上の世話、機能訓練及び療

養上の世話を行うサービスです。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に地域密着型特定施設入居者生活介護事業所はあ

りません。 
   本市の実情やサービス事業者の動向を踏まえ、第４期計画におけるサービス利用は

見込みません。 
 

６ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、入居定員が 29 人以下の介護老人福

祉施設に入所している要介護者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、居
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宅における生活への復帰を念頭において、入浴、排せつ、食事等の介護、その他日常生

活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うサービスです。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事

業所はありませんが、第３期計画において 1 事業所の整備を行い、平成 21 年4 月に

開所予定です。 
   本市の実情やサービス事業者の動向を踏まえ、第４期において新たなサービス利用

は見込みませんが、住み慣れた地域での生活を継続するために必要なサービスと位

置付け、日常生活圏域ごとに整備することを目標とします。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（人／月） 

見込量 ０ ２０ ４０ ２０ ２０ ２０

実績値 ０ ０ ０  

 

 

＜見込量確保のための方策＞ 

整備誘導にあたっては、必要に応じ国の地域介護・福祉空間整備等交付金制度を活

用します。 
また、本市全体の介護サービスのバランスを考慮するとともに、地域ごとの特性に

配慮し、日常生活圏域ごと必要なサービスを組み合わせて複合的な整備を促進します。 
 

 

第５節 居宅介護支援・介護予防支援 

 
居宅介護支援／介護予防支援 

  居宅介護支援は、要介護者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用

者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、

総合的かつ効率的に提供されるよう、居宅介護サービス計画を作成するとともに、その

計画に基づくサービスが確保されるように、サービス事業者等との連絡調整を行うサー

ビスです。 
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  また、介護予防支援は、地域包括支援センターの保健師等により、要支援者に対し行

われます。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成20年12月1日現在、市内に居宅介護支援事業所は37事業所、介護予防支援

事業は茂原市地域包括支援センターで行っています。 
居宅介護支援については、事業所の運営の改善を図るため、ケアマネジメントに

対する適切な評価、ケアマネジメントの質の向上及び独立性・中立性の向上を推進

するとともに、医療と介護の連携の推進・強化が課題となります。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

居宅介護支援（人／年） 

見込量 １６，０９３ １７，３８１ １８，４２３ １７，１５８ １８，４２７ １９，９９２

実績値 １５，３６０ １５，６００ １６，３０２  

介護予防支援（人／年） 

見込量 ２，０４１ ２，３４７ ２，７００ ３，０２５ ３，５００ ４，０９０

実績値 １，９０８ ２，３４０ ２，６４０  

※平成18年度予防給付は経過的要介護者の人数 

※平成20年度実績値は推計値 

 
＜見込量確保のための方策＞ 

  居宅サービスと同様に、介護保険に関わる様々な情報を積極的に公開し、民間事業

者による新規参入や事業展開の拡大を促進していくとともに、県と連携して事業者の質

の向上に努めます。 

  また、地域包括支援センターにおいて、ケアマネジャーの様々な相談に応じ、研修等

を実施するなど、支援・指導を強化していきます。さらに長生郡市介護サービス事業者

協議会において実施する研修等の支援を行います。 
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第６節 施設サービス 

  

＜施策の体系＞ 

介護保険の給付対象となる施設サービスには、下記の3種類があります。 

 

施設サービス     介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

 

ここでは、施設サービスの種類ごとに現状及び見込量を示します。最後に確保のた

めの方策を示します 

１ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

介護老人福祉施設は、居宅での介護が困難な要介護者に対し、自立した日常生活を

営むことができるよう、居宅における生活への復帰を念頭において、入浴、排せつ、食

事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行う

施設です。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に 5 ヶ所の介護老人福祉施設があり、入所定員は

274人となっています。 
 

 事業所名 入所定員（人） 

1 特別養護老人ホーム長生共楽園 70 

2 特別養護老人ホーム実恵園 50 

3 特別養護老人ホーム光風荘 54 

4 特別養護老人ホーム長生苑 50 

5 特別養護老人ホーム真名実恵園 50 

 
   介護老人福祉施設は、入所希望の多いサービスですが、利用者の動向を十分注視し

たうえで整備を検討する必要があります。今後は、重度の要介護者を中心とした生

活重視型の施設として、介護が困難な要介護者に対する質の高いケアを実施する観

点から、認知症ケアや増大する医療ニーズへの対応など、利用者の重度化対応をす

すめることが課題となります。 
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現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

介護老人福祉施設（人／月） 

見込量 ２５８ ２６４ ２７０ ２８８ ３０５ ３０５

実績値 ２３８ ２４９ ２６０  

※平成20年度実績値は推計値 

 

２ 介護老人保健施設 

  介護老人保健施設は、病状が安定期にある要介護者に対し、自立した日常生活を営む

ことができるよう、居宅における生活への復帰を目指し、看護、医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練、その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行う施設です。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成 20 年 12 月 1 日現在、市内に 2 ヶ所の介護老人保健施設があり、入所定員は

210 人となっており、第４期計画期間中においては、5 人の定員増を見込んでいます。 
 

 事業所名 入所定員（人） 

1 医療法人京友会老人保健施設つくも苑 150 

2 介護老人保健施設ケアセンターかずさ 60 

 
   介護老人保健施設は、利用者の動向を十分注視したうえで整備を検討する必要があ

ります。今後は入所者の在宅復帰支援機能を強化する観点から、短期集中型リハビ

リテーションの充実や増大する医療ニーズへの対応など、利用者の重度化対応をす

すめることが課題となります。 
 

現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

介護老人保健施設（人／月） 

見込量 １７６ １７８ １８０ ２１７ ２１７ ２１７

実績値 １７１ １９２ ２１２  

※平成20年度実績値は推計値 
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３ 介護療養型医療施設 

介護療養型医療施設は、長期にわたる療養を必要としている要介護者に対し、自立

した日常生活を営むことができるよう、療養上の管理、看護、医学的管理下における介

護、その他の世話及び機能訓練、その他必要な医療を行う施設です。 
【現状及び計画年度の見込み】 

   平成20年12月1日現在、市内に介護療養型医療施設はありません。 
なお、介護療養型医療施設は平成 23 年度末で廃止され、他のサービスに再編成さ

れます。 
 
  現状及び見込量 

第３期計画 第４期計画 
 

平成18 年度 平成19 年度 平成20 年度 平成21 年度 平成22 年度 平成23 年度 

介護療養型医療施設（人／月） 

見込量 ３２ ３３ ３４ ３９ ３９ ３９

実績値 ３３ ３１ ３９  

※平成20年度実績値は推計値 

 

 

＜見込量確保のための方策＞ 

  本計画に沿って、他の介護保険施設との調整を図るとともに、利用者のニーズに対応

できるサービス提供事業者の確保に努めます。 
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第７節 介護保険高額介護サービス費資金貸付等 

 

１ 介護保険高額介護サービス費資金貸付 

介護保険の給付対象となる利用者のうち、利用料負担が経済的に困難となる者に

対して、資金の貸付を行います。 

 

２ 市町村特別給付 

介護保険法では、これらの介護保険対象サービスのほか、条例で定めることによ

り市町村独自のサービスを行うことができるようになっています。 

本市においては、市町村独自のサービスを実施することによる第 1 号被保険者へ

の介護保険料の上昇を考慮し、市町村特別給付については今後の検討課題とします。 

 

 

第８節 介護保険給付費等の見込み 

 

１ 介護保険給付費算出の流れ 

介護保険の給付費の算出は、概ね下記のような流れによって行いました。 

(1) 被保険者数の推計 

(2) 要支援・要介護認定者数の推計 

(3) 実績及び認定者の推計により、各サービスの年間必要量の推計 

(4) 給付費の算出 

 

２ 介護保険給付費及び地域支援事業費の推計 

介護保険事業の保険料は、3 年を通じて財政の均衡を保つものでなければならない

こととされており、平成 21 年度から平成 23 年度までの介護保険給付費及び地域支

援事業費の合計額を基に算出します。 

給付費・事業費の推計  （単位：千円） 

 第４期 

 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

給付費 4,467,226 4,758,400 5,014,145

事業費 133,854 142,579 150,241

合 計 4,601,080 4,900,979 5,164,386
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３ 第１号被保険者の保険料 
(1) 第１号被保険者の負担割合                   20.0 ％ 

(2)  〃    保険料基準額          42,000円／年（3,500円／月） 

    〃    保険料※             40,800円／年（3,400円／月） 

(3) 所得段階別第１号被保険者保険料 

所得段階 対象者 保険料率 
報酬改定補てん

前保険料年額 

報酬改定補てん

後保険料年額 

第1段階 

市町村民税世帯非課税で

老齢福祉年金受給者・被

保護者 

基準額×0.5 21,000円 20,400円

第2段階 

市町村民税世帯非課税で

課税年金収入額と合計所

得金額の合計額が80万円

以下の者 

基準額×0.5 21,000円 20,400円

第3段階 

市町村民税世帯非課税で

課税年金収入額と合計所

得金額の合計額が80万円

超の者 

基準額×0.75 31,500円 30,600円

市町村民税世帯課税で本

人は市町村民税非課税 

課税年金収入額と合計所

得金額の合計額が80万円

以下の者 

基準額×0.9 37,800円 36,700円

第4段階 

市町村民税世帯課税で本

人は市町村民税非課税 

課税年金収入額と合計所

得金額の合計額が80万円

超の者（基準額） 

基準額×1.0 42,000円 40,800円

第5段階 

市町村民税課税者で合計

所得金額 125 万円未満の

者 

基準額×1.15 48,300円 46,900円

第6段階 

市町村民税課税者で合計

所得金額 200 万円未満の

者 

基準額×1.35 56,700円 55,000円

第7段階 

市町村民税課税者で合計

所得金額 200 万円以上の

者 

基準額×1.6 67,200円 65,200円

※ 介護従事者の処遇改善のための介護報酬改定に伴う保険料上昇分については、国の

臨時特例交付金及び市の介護給付費準備基金を活用して、保険料の上昇を抑制しま

した。 
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第３章 保健福祉の環境整備 
 
第１節 地域ケア体制の整備 

 
すべての高齢者及び家族が住み慣れた地域で生きがいをもって暮らすには、地域に

おいて介護にとどまらず、生活全般にわたる支援体制を整備していく必要があります。

このため、生活圏域での住民相互の支え合いを基本においた地域ケア体制を支援しま

す。 

＜施策の体系＞ 

 

地域ケア体制の整備     地域包括支援センターの運営 

保健・福祉・医療の連携 

市民ボランティアの参加 

 

１ 地域包括支援センターの運営 

高齢者の多くは長年生活してきた地域で暮らし続けることを望んでいます。このた

め、できるだけ要介護状態にならないような予防対策から、高齢者が介護や生活支援が

必要な状態になっても、状態に応じた介護や医療まで様々なサービスが提供され、安心

して生活が送れるよう、高齢者を地域全体で支える体制が求められます。 

また、介護保険サービスや保健福祉サービスの充実にあたっては、様々なサービス

事業者や関係機関などが、それぞれの役割を分担し、お互いに連携しながら、利用する

市民に対し、身近な地域で必要な支援を十分に提供できるような総合的な地域ケア体制

を整備していく必要があります。 

このため、新たな地域ケア体制の拠点として地域包括支援センターが平成 19 年 4 月

1 日に設置されました。地域包括支援センターを中心として、さらに地域の在宅介護支

援センターとの連携を深め、高齢者の心身の健康の維持、保健・福祉・医療の向上、生

活の安定のために必要な援助、支援を包括的に行っていきます。 

 

 (1) 運営  

地域包括支援センターは、現在、市の直営により運営されています。運営にあた

っては、被保険者や利用者の代表、事業者などを構成メンバーとして、市が設置す

る介護保険運営協議会の開催により、センターの適切かつ円滑な運営を確認してい

きます。 
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 (2) 業務内容 

    地域包括支援センターでは、以下の業務を基本に行います。 

  ア 介護予防事業及び予防給付に関するケアマネジメント業務 

  イ 地域におけるネットワークを活用した高齢者の実態把握や虐待への対応などを含

む総合的な相談支援及び権利擁護業務 

  ウ 地域のケアマネジャーへの日常的個別指導・相談及び困難事例等への指導・助言、

医療機関を含めた関係機関との連携体制の構築による包括的・継続的なケアマネ

ジメント支援業務 

 

２ 保健・福祉・医療の連携 

介護保険制度の中では、介護保険サービスと介護保険外のサービスが連動しながら、

高齢者の必要に応じて適切に提供されることが重要です。介護保険外の保健福祉サービ

スとして、生活支援や自立支援、介護予防などの新しい考え方に従ったサービスを提供

し、地域の住民グループなどが行うサービスなどの活用も図りながら、高齢者が住み慣

れた地域で自立して生活を営むことができるよう支援する必要があります。 

さらに、予防や健康づくりには医療分野からのサービスや情報が不可欠です。介護

保険を含めた保健・福祉・医療の関係機関が相互に情報交換やサービス調整を行える環

境を整え、地域における各分野を超えた連携により、専門的なサービスが有機的に提供

されるような体制づくりを推進します。 

 

 (1) 医師会等保健医療団体との連携 

高齢者が地域において安心して暮らしていけるように、医師会、歯科医師会、薬

剤師会、看護協会など保健医療関係団体と相互に連携を図り、介護保険制度の円滑

な運用や、適切な保健医療サービスの提供に努めます。 

 

(2) 地域の福祉関係団体との連携 

民生委員児童委員をはじめとして、各種福祉関係団体との連携を強化し、市民の

なかに内包する様々な福祉課題の解決に努めます。 

 

(3) 社会福祉協議会との連携 

少子高齢化、核家族化の進む地域社会において、自分たちの住んでいる地域を自

分たちの力で明るく住み良いまちにするために、市内13地区に設置されている地区

社会福祉協議会を中心に、敬老行事、世代間交流などの様々な活動を展開する｢ふれ
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あい・いきいきサロン事業｣を実施しています。 

「ふれあい・いきいきサロン事業」は、子どもから高齢者までを対象に、生きが

いづくりや介護予防、伝統文化の継承、世代間交流など、地域で気軽に集まれる場

として、地域福祉活動のひとつとして定着していますが、参加者の固定化などの問

題が生じており、今後は事業内容の工夫に努めます。 

また、地区社会福祉協議会が、地域住民による福祉活動組織としての役割が発揮

できるように、茂原市社会福祉協議会からの支援強化に努めます。 

 
地域ぐるみ福祉ネットワーク事業の活動状況    （実施している地区社会福祉協議会の数） 
 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

設置数 13 13 13

食事サービス 13 13 13

高齢者の集い/敬老祝賀会 12 12 12

独居老人訪問 13 13 13

寝たきり老人等訪問 13 13 13

地区福祉大会  3  1  4

地区交流運動会  0 0 2

はがき訪問  2  2  2

ふれあいサロン 12 13 13

資料：社会福祉協議会 

 

３ 市民ボランティアの参加 

(1) 活動促進に向けた考え方 

これからの地域福祉を向上させるためには、高齢者、障害者、子育てや家族の介

護で不安を抱えている人など、私たちの身の回りにいる何らかの支援を必要とする

人の存在に気づき、ともに支えあっていくことがますます必要となっています。 

地域福祉は、これまでのように一部の市民だけで実現するものではなく、市民ど

うしがお互いを気遣い、見守り、必要に応じて支えていく仕組みを、多くの市民の

参画を得て実現していくことが求められています。 

そのためには、市民一人ひとりが福祉に対する関心を持ち、支援を必要とする人

をはじめ、市民がお互いに理解し合っていくことが重要です。 

地域福祉の実現には、一部の福祉関係の専門機関だけではなく、ボランティア活

動やまちづくりに取り組む市民の方々、保健、医療、建設、商工業に携わる様々な

専門家、団体の方々など、多くの人の協力が必要です。 

地域福祉への理解を一層深め、ボランティア活動を育成し、その裾野を広げてい
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くために、ニーズに応じた内容や参加しやすい方法を検討します。 

特に今後、退職や高齢期を迎える団塊の世代を、地域活動の担い手として積極的

にボランティア活動への参画を促進します。 

 

(2) ボランティア活動の促進 

茂原市社会福祉協議会では、平成 3 年からボランティア活動に関する市民の理解

と関心を深め、組織的な活動を育成するため、ボランティアセンターを設置して取

り組んできましたが、参加者が高年齢層に偏るなど、限定的な状況となっています。 

このため、仕事をしている人など、時間的な制限のある人が参加できるプログラ

ムづくりとともに、活動に関する情報提供の充実や幅広い人たちが参加できる 

メニューづくりを検討します。 

 

活動状況 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 

登録者数   1,191 1,069 1,022

団体数    57 57 56

個  人       22 24 26

資料：社会福祉協議会 

 

ア ボランティアセンターの充実 

茂原市社会福祉協議会では、ボランティア活動に関する問い合わせや相談、活

動の斡旋を行うボランティアセンターやボランティアコーディネーターの充実を

図るとともに、広報紙、ホームページ、パンフレット、掲示板等を利用して、活

動への参加の啓発、活動内容の紹介や募集情報の提供を行います。 

 

イ ボランティア活動への支援 

茂原市社会福祉協議会では、安心して活動ができるように、ボランティア保険

への加入を促進します。 

 

ウ 新たな活動メニューの開発 

茂原市社会福祉協議会では、ボランティアが活動できる場や新たな分野の開拓に

取り組みます。 
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エ ボランティア団体間の連携 

  茂原市社会福祉協議会では、市内のボランティア団体間の連携を促進し、ボラ

ンティア連絡協議会の事務局運営と支援を図っていきます。 

 

第２節 介護保険制度の充実 

 

介護保険制度をより充実させるため、重点課題として設定した「介護保険サービス

の質の確保・向上」に向けて、市民への広報、事業者組織との連携、介護支援専門員

への支援に取り組むとともに、介護保険制度全般にわたる質的な充実への要望に応え

るため、相談体制の充実に努めます。 

 

＜施策の体系＞ 

 

市民への広報 

事業者組織等との連携 
ケアマネジャーへの支援 
相談体制の充実 

 
１ 市民への広報 

市民に広く介護保険制度、保健福祉サービスの広報を行うとともに、介護を必要と

する高齢者やその家族が、高齢者の意思を尊重した、適切なサービスを受けることがで

きるように、介護保険サービス事業者及び保健福祉サービスに関する情報を提供してい

きます。 

(1) 広報紙を活用し、最新の情報を市民に届けます。 

(2) パンフレットを作成し、配布します。 

(3) 被保険者証等の発行に際し、広報を行います。 

(4) 地域や団体の集会に参加するほか、説明会を実施します。 

(5) 地域の在宅介護支援センター等を通して広報を行います。 

(6) インターネット等多様な媒体による広報を行います。 

 

２ 事業者組織等との連携 

介護保険制度では、民間企業を含めた様々な事業者がサービスを提供します。質の

高いサービスを提供するためには、事業者の積極的な参入を促すとともに、サービス提

介護保険制度の充実 
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供事業者間の情報交換などの連携や研修等により、介護従事者の資質の向上を図ること

が必要となります。 

地域包括支援センターが中心となって、居宅介護支援事業所を有する法人等で組織

する介護サービス事業者組織を支援し、介護保険制度等に関する最新の情報を提供する

など、事業者組織との連携を通して介護保険サービスの質の向上を図ります。 

さらに、介護保険と各種事業の調整を図るため、茂原市長生郡医師会、茂原市長生

郡歯科医師会、茂原市社会福祉協議会、茂原市民生委員児童委員協議会、在宅介護支援

センター、指定居宅介護支援事業者、千葉県国民健康保険団体連合会をはじめ、関係団

体等との連携を図り、適切な利用を促進するような支援体制づくりに努めます。 

 

３ ケアマネジャーへの支援 

居宅サービス計画を作成するケアマネジャーは、居宅サービスの要となるものであ

り、介護保険サービスの質の向上を図るため、地域包括支援センターを中心に支援に努

めます。 

(1) 事業者組織を通じて、居宅介護支援事業者間、ケアマネジャー間の情報交換、交流、

連携を支援するとともに、サービス内容やサービスを提供する事業者に関する情報

など、介護保険外のサービスも含めた幅広い情報を提供していきます。 

(2) 居宅介護支援事業者に所属するケアマネジャーに対しては、個別指導、相談、活動

支援等を行うとともに、介護サービス計画の作成、サービスの仲介や実施、サービ

スの状況把握・評価等に関する研修会を開催し、地域のケアマネジャー同士の連携

及び地域の実情に応じて、介護保険制度も含めた保健福祉サービス全般にわたるケ

ア体制の支援に努め、資質の向上を図ります。 

 

４ 相談体制の充実 

介護保険制度運営上の各種相談等については、内容が多岐にわたるので、どのよう

に対処していくのかについて、適切な判断の下、迅速に対応していくことが求められて

います。 

先ずは、市民・サービス利用者の理解を得るためにも、市及び地域包括支援センタ

ーの窓口で適切な対応ができる体制の充実に努めます。 

具体的には、法令の規定や千葉県が作成した「介護保険に係る相談・苦情対応マニ

ュアル」等に基づき、サービス利用に関する苦情などの場合には、利用者やサービス事

業者から事情を聞き、問題点を整理したうえで、必要に応じてサービス事業者に対して

指導・助言をすることにより、速やかに事態の改善を図っていきます。 



78  

また、窓口で解決できない問題については、サービスに関する苦情等については千

葉県国民健康保険団体連合会へ、保険給付や要介護認定、保険料等に関する不服につい

ては千葉県介護保険審査会へ取り次ぐこととし、関係機関と連携を図りながら迅速かつ

適切な対応ができるような体制づくりに努めます。 

さらに、サービスに関する苦情等については、公的機関による事後の対応だけでな

く、苦情を未然に防止するとともに、サービスの質の向上を図る取組みとして、サービ

ス評価事業を推進していきます。 

 
 
第３節 安全の確保  

 

すべての高齢者が、安心して快適に暮らせるように、住宅環境の整備や公園、道路、

公共施設での高齢者に配慮した生活環境の整備、そして安全確保の仕組みづくりを行

います。 

 

＜施策の体系＞ 

 

 安全の確保     住宅環境の整備 

           生活環境の整備 

           安全の確保 

 

１ 住宅環境の整備 

住宅は生活の基盤であるため、高齢者が生涯にわたって住みなれた地域のなかで暮

らせるような安心できる住宅環境の整備が必要となります。 

そのため、公営住宅の整備にあたっては、高齢者の暮らしやすさにも配慮した仕様

を取り込んだ住宅環境の整備に努めます。 

一般の住宅については、高齢者が暮らしやすくするためにパンフレット等により、

手すりの設置や段差解消、車椅子介護等に配慮したバリアフリー仕様の普及・啓発に努

めます。また住宅の改修についての指導や相談が、気軽に行うことができるように、庁

内の相談体制を確立するとともに、建築関連団体、民間ボランティア団体等との連携に

よる相談体制づくりに努めます。 

また、必要な情報が在宅でも得られるようなネットワークづくりに努めます。 
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２ 生活環境の整備  

市の総合計画では、バリアフリーの推進が重視されています。公共的建築物や道路、

公共交通機関、公園等のバリアフリー化に努めるとともに、民間事業所等にも理解を求

め、高齢者等に配慮したまちづくりを進めることにより、安全で暮らしやすく、高齢者

等が社会に参加しやすい環境づくりに努めます。 

このためには、歩道や公園、公民館等の公共施設についても、高齢者等が利用しや

すい環境とすることが必要となります。 

そのため、公共施設をはじめとして、地域の活動拠点である集会所等の出入り口の

スロープ化、段差の解消、手すりの設置等の整備に努めます。 

道路についても段差の解消やスロープ化を行い、安全で快適な道路歩行空間の確保

に努めます。また、歩行に支障をきたすような自転車、荷物等の放置を防止するととも

に、交通安全教室を開催するなど、一般市民に対する啓発を行い、高齢者等が安心して

外出できるような環境づくりに努めます。 

また、防災上、高齢者等の安全確保対策について、自治会、自主防災組織等の住民

組織を中心として、地域ぐるみの支援体制づくりに努めます。 

 
３ 安全の確保 

高齢者の安全確保を重視し、日常生活を安心して過ごすことができるような仕組み

づくりを行います。 

(1) 緊急通報システムや徘徊高齢者を地域で見守る取組みなど、ひとり暮らしや高齢者

のみの世帯で生活している方のための緊急対応体制を整備します。 

(2) ねたきりや認知症高齢者の災害時の安否確認や、大規模な地震等が発生した場合の

支援体制を整備します。 

(3) 地域のボランティアによる日常的な安否の確認、見守り体制の形成を支援します。 

 
第４節 保健福祉サービスの全体調整 
 

介護予防、自立支援、在宅での介護サービスの充実に重点を置いた施策を体系的に

実施していくためには、介護、保健、医療、福祉それぞれの専門分野が総合的に一体

となって高齢者に関わることが必要です。介護保険制度を円滑に実施し高齢者に対す

る保健福祉サービス関連の各種事業の調整を図るため、庁内での担当部署間の調整及

び、関係機関との調整など適切なサービスの提供体制が整備されるよう、体制づくり

に努めます。 
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１ 茂原市介護保険運営協議会 
（1）茂原市介護保険運営協議会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、茂原市介護保険条例（平成 12 年茂原市条例第 5 号）第 13 条第 2

 項の規定に基づき茂原市介護保険運営協議会（以下「協議会」という。）の組織及び

運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（業務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議し、市長に意見を述べるものとする。 

(1)茂原市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定、分析、評価等に関すること 

(2)地域包括支援センターの運営等に関すること。 

(3)地域密着型サービスの運営に関すること。 

(4)その他、介護保険事業の適切かつ円滑な実施のため必要な事項。 

 （組織） 

第３条 協議会は、別表の委員をもって構成し、市長が委嘱する。 

２ 協議会に会長、副会長を置く。 

３ 会長は、委員の互選による。 

４ 副会長は、会長が指名し、会長を補佐する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、3年とする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第５条 協議会は、必要に応じて会長が招集し、会長を議長とする。 

（事務局） 

第６条 協議会の事務局は、介護保険担当課に置く。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、市長が別 

に定める。 
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附 則 

 この規則は、平成12年4月1日から施行する。 

 この規則は、平成15年7月1日から施行する。 

 この規則は、平成16年4月16日から施行する。 

 この規則は、平成18年1月5日から施行する。 

 この規則は、平成18年8月25日から施行する。 

この規則は、平成21年4月1日から施行する。 

 

別 表（第3条） 

茂原市介護保険運営協議会委員名簿 

 

学 識 経 験 者 1名 茂原市教育委員会委員 

 

 

保健医療関係者 

 

5名

 茂原市長生郡医師会 

 茂原市長生郡歯科医師会 

 茂原市長生郡薬業会 

千葉県看護協会 

長生健康福祉センター 

 

福 祉 関 係 者 

 

3名

 介護保険施設 

 茂原市社会福祉協議会 

 茂原市民生委員児童委員協議会 

  

 

被保険者代表 

 

5名

 茂原市自治会長連合会 

 茂原市長寿クラブ連合会 

茂原市連合婦人会 

茂原商工会議所 

茂原市保健委員会 

費用負担関係者 1名 医療保険者 

議 会 関 係 1名  茂原市議会 

  (16名) 
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(2) 茂原市介護保険運営協議会委員名簿 

 

平成21年3月現在 
氏名 役職 備考 

学
識
経
験
者 

足立 俊夫 

 

茂原市教育委員会 教育委員 

 

 

 

保 

健 

医 

療 

関 

係 

者 

鈴木 秋彦 

小倉 英美 

岡本 元朗 

○永野 佐知子 

長谷川 えみ子 

茂原市長生郡医師会  

茂原市長生郡歯科医師会 会長 

茂原市長生郡薬剤師会 会長 

千葉県看護協会 長夷地区部会長 

長生健康福祉センター 地域保健福祉課長 

 

 

 

 

 

福 

祉 

関 

係 

者 

林  正彦 

◎大原 亘 

渡邉 久造 

社会福祉法人長生共楽園 理事長 

茂原市社会福祉協議会 会長 

茂原市民生委員児童委員協議会 会長 

 

 

 

被 
保 

険 

者 

代 

表 
岩川 開 

内山 はる 

片岡 光代 

伊吹 ユリ子 

白土 和子 

茂原市自治会長連合会 

茂原市長寿クラブ連合会  

茂原市連合婦人会 会長 

茂原商工会議所 参与 

茂原市保健委員会 会長 

 

 

 

 

 

費
用
負
担
関
係
者

在原 勝也 

 

双葉電子健康保険組合 常務理事 

 

 

 

議
会
関
係

ますだ よしお 

 

茂原市議会 議員 

 

 

 

（◎は会長、○は副会長） 
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２ 茂原市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画作成委員会 
 
(1) 茂原市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画作成委員会設置要綱 

 
（設置） 
第1条 老人福祉法第20条の8の規定による茂原市高齢者保健福祉計画並びに介護保険

法第117条の規定による茂原市介護保険事業計画（以下「計画」という。）を円滑に作

成するため、茂原市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画作成委員会（以下「委員

会」という。）を設置する。 
（所要事務） 
第２条 委員会は、次に掲げる事務を行う。 
(1) 計画作成に係る重要事項の審議に関すること。 
(2) 計画作成に係る各部課間の総合調整に関すること。 
(3) その他計画の作成に必要な事項 

（組織） 
第３条 委員会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 
２ 会長は、健康福祉部長をもって充て、委員会を主宰する。 

３ 副会長は、健康福祉部次長をもって充て、会長を補佐し、会長に事故あるときはその

職務を代行する。 
４ 委員は、別表に掲げる者をもって充てる。 
（会議） 
第４条 委員会は、必要に応じて会長が招集し、会長を議長とする。 
（事務局） 
第５条 委員会の事務局は、健康福祉部介護保険課及び健康管理課に置く。 
（その他） 
第６条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、会長が別      

に定める。 

 
附 則 

この訓令は、平成13年12月1日から施行する。 
この訓令は、平成17年4月1日から施行する。 
この訓令は、平成18年4月1日から施行する。 
この訓令は、平成21年4月1日から施行する。 
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 別 表 

 
茂原市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画作成委員会名簿 
 
健康福祉部長（会長） 
 
健康福祉部次長（副会長） 
 
総 務 部    総務課長    職員課長 
 
企画財政部    企画政策課長  財政課長 
 
市民環境部    生活課長    国保年金課長 
 
健康福祉部    社会福祉課長  介護保険課長  児童家庭課長 健康管理課長 

 
経 済 部    農政課長    商工観光課長 
 
都市建設部    建設課長    街路公園課長 
 
教育委員会    生涯学習課長 
 
社会福祉協議会  事務局長 
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３ 用語解説 

NGO 

Non Governmental Organization の頭文字をとったもの。直訳すると「非政府組織」

であり、政府間の協定によらずに創立された、民間の国際協力機構。 
NPO 

Non-Profit Organization の頭文字をとったもの。直訳すると「非営利組織」であり、

株式会社や有限会社などの営利企業や、公的機関である行政とは異なるもので、営利を

目的とせず、かつ民間組織であって公益のための事業を行う団体の総称。 

NPO法人 

特定非営利活動促進法（NPO 法）により、法人格を付与されたボランティア団体や市

民団体などの法人。 

介護福祉士 

  身体上若しくは、精神上の障害があること又は、環境上の理由により日常生活に支障

のある方に、入浴、排せつ、その他の介護を行い、並びにその者及びその介護者に対し

て、介護に関する指導を行う専門職。 
介護保険事業支援計画・高齢者保健福祉計画圏域連絡協議会 

介護保険事業支援計画・高齢者保健福祉計画の円滑な作成及び推進を図るため、千

葉県が設置したものであり、圏域における計画作成にあたっての協議及び調整、計画の

推進に必要な情報交換等を行う協議会。 

ケアマネジメント 

介護を必要とする方の心身の状況や意向等を踏まえ、その人が自らの機能や能力を

最大限に活かして生活できるように介護サービスの利用計画をつくること。 

作業療法士 

身体的又は精神的な障害のある方が、主体的な生活を送ることができるようにする

ため、諸機能の回復・維持、開発を促す作業活動を用いて治療・訓練、指導を行う専門

職。 

社会福祉士 

身体上若しくは精神上の障害があること、又は環境上の理由により、日常生活を営

むのに支障がある者の福祉に関する相談に応じ、助言・指導その他の援助を行う専門職。

地域包括支援センターにおいては、地域の高齢者の実態把握、総合的な相談支援業務及

び権利擁護の業務を主として担当する。 

主任ケアマネジャー 

  地域包括支援センターにおいて、介護サービス計画の作成など介護サービス全般を支
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援する介護支援専門員（ケアマネジャー）が抱える支援困難事例等への指導・助言を行

う専門職。 
中核地域生活支援センター 

「健康福祉千葉方式」の対象者を横断的に取組む手法として、生活支援・相談・権

利擁護の面から実践する全国初のセンター。対象者種別にとらわれず、福祉全般にわた

る相談に 24 時間・365 日体制で応じるとともに、速やかに適切な機関への連絡・調整

等の必要な活動を行っている。県内では広域福祉圏毎に 1 か所、合計 14 か所設置され

ている。 

特定高齢者 

  要支援・要介護状態になるおそれのある 65 歳以上の高齢者を、基本チェックリスト

（日常生活調査）にてスクリーニング(ふるい分け)を行い、生活機能検査などのさらに

必要なチェックを受けて、医師の総合判定により決定される。 

日常生活圏域 

  介護を必要とする高齢者が、住み慣れた地域（日常生活圏域）で継続して生活できる

よう、第３期介護保険事業計画から圏域設定が導入され、第４期介護保険事業計画にお

いても、同圏域を設定している。 

バリアフリー 

高齢者や障害者が生活していく上での障害（バリア）をなくすこと。階段などの段

差解消のためのスロープ化など。 

マスメディア 

大衆に呼びかける手段あるいは媒体。ラジオ・テレビ・新聞・雑誌等をいう。 

マルチメディア 

混合媒体。芸術的展示や教育の場でテープ・映画・レコード・写真・スライドなど

の多数のメディア（媒体）を組み合わせて用いること。 

理学療法士 

身体的な障害のある方が、主体的な生活を送ることができるようにするため、身体

的機能の回復・維持のための治療・訓練、指導を行う専門職。 

WAM NET 

社会福祉・医療事業団が構築した、福祉・保健・介護関連の情報を提供するための 

総合的な情報ネットワークシステム。指定事業者情報など介護保険関連の情報提供

も行っている。 
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